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１ 日 時 

   令和６年５月２日（木） 午後１時０２分から 

               午後４時３２分まで 

 

２ 場 所 

   第４委員会室 

 

３ 出席した委員の氏名 

嶋幸一、阿部長夫、岡野涼子、麻生栄作、福崎智幸、守永信幸、佐藤之則 

 

４ 欠席した委員の氏名 

   な し 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

   澤田友広、猿渡久子、堤栄三 

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   総務部長 渡辺淳一、企画振興部長 若林拓、 

会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美、議会事務局長 小石昭人、 

人事委員会事務局長 倉原浩一、監査委員事務局長 河野圭史 ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

（１）令和６年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。 

（２）新たな行財政改革計画の策定状況について、新たな大分県長期総合計画の策定に向けた 

経過等について、第３期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略の策定について、ツー 

ル・ド・九州について及び大分空港海上アクセスの整備について、執行部から報告を受 

けた。 

（３）県内所管事務調査の行程を確認した。 

（４）県外所管事務調査の日程を８月２０日からの３日間とすることを決定した。 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

１０ 担当書記  

   議事課委員会班    課長補佐（総括） 秋本昇二郎 

   政策調査課調査広報班 主任       江川亜美 
 



総務企画委員会次第 

 

日時：令和６年５月２日（木）１３：００～ 

場所：第４委員会室 

 

１ 開  会 

 

 

２ 企画振興部関係                      １３：００～１４：２０ 

（１）令和６年度行政組織及び重点事業等について 

（２）諸般の報告 

①新たな大分県長期総合計画の策定に向けた経過等について 

②第３期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略の策定について 

③ツール・ド・九州について 

④大分空港海上アクセスの整備について 

（３）その他 

 

 

３ 会計管理局、議会事務局、人事委員会事務局及び       １４：２０～１５：００ 

監査委員事務局関係 

（１）令和６年度行政組織及び重点事業等について 

（２）その他 

 

 

４ 企画振興部関係                                           １５：００～１６：２０ 

（１）令和６年度行政組織及び重点事業等について 

（２）諸般の報告 

①新たな行財政改革計画の策定状況について 

（３）その他 

 

 

５ 協議事項                         １６：２０～１６：３０ 

（１）県内所管事務調査について 

（２）県外所管事務調査について 

（３）その他 

 

 

６ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

嶋委員長 ただいまから、総務企画委員会を開

きます。 

 これより企画振興部関係の説明に入りますが、

説明に入る前に、本日は初めての委員会でもあ

るので、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔嶋委員長挨拶〕 

嶋委員長 それでは、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

嶋委員長 また本日は、委員外議員として澤田

議員、猿渡議員、堤議員に出席いただいていま

す。 

 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の秋本君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の江川君です。（起立挨拶） 

 続いて、執行部の皆さんの自己紹介をお願い

します。 

  〔若林企画振興部長挨拶〕 

  〔幹部職員自己紹介〕 

嶋委員長 ここで説明に入る前に、委員の皆様

に委員外議員の発言について、お諮りします。 

 委員外議員からの発言の申出については、会

議規則により委員会がそれを許すか否かを決め

ると定められています。議事の円滑な運営のた

め本日の委員会以降、委員の皆様から特に御異

議が出た場合を除き、その発言を許すか否かに

ついては、委員長に御一任いただきたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 御異議がないので、委員外議員の発

言を許すか否かについては、委員長に御一任い

ただきます。 

 次に、委員外議員の皆様に申し上げます。委

員外議員の方が発言を希望する場合は、委員の

質疑終了後に挙手し、私から指名を受けた後、

長時間にわたらないよう要点を簡潔に御発言願

います。 

 それでは、企画振興部関係の令和６年度の行

政組織及び重点事業等について説明願います。 

  なお説明及び答弁は、私から指名を受けた後、

簡潔明瞭にお願いします。 

若林企画振興部長 まず私より、企画振興部全

体の組織、取組及び主な予算について説明しま

す。通知機能を使いますので、画面右下に青い

通知が出ましたら、恐れ入りますが押していた

だくようお願いします。 

 ４ページをお開きください。 

 企画振興部の組織ですが、７課２室と東京、

大阪、福岡の三つの県外事務所で構成し、職員

数は１６６人です。令和６年度の組織の主な改

正点ですが、ページ下の枠内に記載しています。 

 まず一つ目のマルにあるように、複雑かつ多

岐にわたる交通政策に対応するため、交通政策

局を新たに設置し、その中に広域交通ネットワ

ークを始めとした交通政策全体の企画や調整な

どを行う交通政策企画課と、地域交通の維持確

保と物流対策等を所掌する地域交通・物流対策

室を設置しました。 

 また二つ目のマルにありますが、スポーツに

よる地域の元気づくりをさらに進めるため、芸

術文化スポーツ振興課をスポーツ振興室と芸術

文化振興課に分けて、それぞれ設置しました。 

 次の５ページをお開きください。 

 予算額ですが、総務部に大学に係る業務を移

管したので、それに係る部分を除いた額を赤字

で記載しています。当初予算については企画振

興部①の計の欄のとおり５８億１，５６４万円

１千円です。同じ行の一番右を御覧いただくと

前年度対比の欄がありますが、５年度７月現計

予算額（Ｂ）と比較して３１億７，８７３万８

千円の減額、率にすると３５．３％の減となっ

ています。この要因ですが、令和５年度にホー

バークラフト発着地の工事が完了したこと、県

立総合文化センター改修工事の大部分を終えた

ことが主な要因です。 

 全体の説明は以上です。この後は、それぞれ

各課室長から組織と分掌事務、主な事業等につ

いて説明します。よろしくお願いします。 
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鈴木政策企画課長 政策企画課関係について説

明します。資料の７ページをお開きください。 

 まず１の組織ですが、政策企画課は総務班、

企画調整班、政策企画班、新総合計画班の４班

体制となっており、職員数は２０人です。 

 次の８ページをお開きください。  

 当課が所管している地方機関は東京、大阪、

福岡の３県外事務所です。職員数は合計で３５

人となっています。都市部における情報収集や

多様なイベントを通じた大分県の魅力の発信を

行い、移住・定住を促進させるなど県外事務所

の役割をしっかり果たしていきます。 

 次の９ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務です。政策企画課では（１）県

行政の総合企画及び連絡調整、（２）重要施策

の総合調整、少し飛んで（１５）全国知事会及

び九州地方知事会、（１７）政策企画委員会に

関することのほか、企画振興部の組織や人事な

ど、部の主管課としての業務が主なものです。 

 次に、予算について主な事業を説明します。

１０ページをお開きください。 

 事業名欄にある新長期総合計画策定事業費１，

１２７万５千円です。誰もが安心して元気に活

躍できる大分県、知恵と努力が報われ未来を創

造できる大分県を実現するため、新たな計画の

策定を進めています。策定にあたっては昨年度

に引き続き、県民会議を開催するなど多様な御

意見を伺いながら、検討を進めていきます。 

 次の１１ページを御覧ください。 

 ４の重点事業です。（１）の新たな大分県長

期総合計画の策定については、さきほど予算の

中で説明したので省略します。策定に向けた経

過等については、後ほど諸般の報告の中で説明

します。 

 次に、（２）の政策県庁の推進についてです。

県民中心・現場主義の視点に立ち、県庁自らの

幅広い情報収集により解決策を立案・実行でき

るよう、政策企画委員会を中心に政策立案・調

整機能の強化や部局間連携を一層進めるととも

に、若手職員向けに政策形成研修会の開催など

に取り組んでいきます。 

 最後に（３）の九州地方知事会を通じた地方

創生の加速です。九州地方知事会を通じて九州

及び山口９県相互の連絡提携を図るとともに、

この９県知事と九州経済４団体で構成される九

州地域戦略会議が推進する第２期九州創生アク

ションプランに基づき、しごとづくりや次世代

育成などに関係各課と連携して取り組みます。 

工藤おおいた創生推進課長 おおいた創生推進

課関係について説明します。１３ページをお開

きください。 

 まず１の組織ですが、おおいた創生推進課は

総合戦略班、移住定住促進班、地域活力創生班

の３班体制となっており、職員数は１６人です。 

 次の１４ページをお開きください。 

 ２の分掌事務です。当課は人口ビジョン及び

まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略に基づ

き、地方創生を推進するための取組や県外から

の移住定住の促進、旧町村地域等の振興、高齢

化集落対策、空き家対策、離島、山村及び半島

地域の振興等を行っています。 

 次に、予算について主な事業を説明します。

次の１５ページをお開きください。 

 事業名欄の一番下、ふるさと大分ＵＩＪター

ン推進事業費１億８，８５３万９千円です。こ

の事業は本県への移住を促進するため、移住相

談員の配置や移住相談会の開催など、市町村と

連携して取り組むものです。 

 まず、移住相談会の開催及び相談体制の整備

については、引き続き移住コンシェルジュ及び

移住サポーターを配置するとともに、移住相談

会を東京、大阪、福岡で毎月開催することとし

ています。加えて、今年度は規模を拡大した相

談会を年４回開催することで、相談者のさらな

る増加を図りたいと考えています。 

 情報発信については、今年度は新たに、大分

空港内のデジタルサイネージやエアライナー内

のヘッドレストへの広告掲載など、大分空港を

起点とした情報発信に取り組むこととしていま

す。さらに、引き続き移住応援給付金や移住支

援金による移住者の経済的な負担軽減を行うと

ともに、地域おこし協力隊の定住支援にも取り

組むこととしています。 

 また移住者の定住支援として、引き続き移住
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者交流会などを実施する支援団体の活動への支

援を行うこととしています。加えて、今年度新

たに若者世帯等を対象に農地転用手続などにつ

いての相談窓口を設置することで、住み慣れた

地域に住み続けられるよう定住支援にも取り組

むこととしています。 

 次の１６ページをお願いします。 

 事業名欄の一番下、空き家対策促進事業費９，

１７４万９千円です。この事業は、空き家の適

切な管理と利活用を促進するため、所有者や利

活用者に応じた総合的な対策を実施するもので

す。 

 主な取組としては、適正な管理に向けた情報

発信のため、新聞やＳＮＳを活用した各種広報

の強化や空き家に関する相談にワンストップで

対応する窓口の設置に加え、今年度は新たに空

き家所有者に向けて、空き家の管理・活用の手

引を作成することとしています。また、利活用

の促進を図るため、空き家を希望する移住者に

対し、土地家屋調査士や司法書士など専門家に

よるマッチングチームを設置するとともに、空

き家の購入や改修、家財処分に対して市町村と

連携し、経済的な支援を引き続き行うこととし

ています。 

 さらに、昨年改正された空き家特措法におい

て、管理不全空き家という新しい定義が設けら

れ、管理の行き届いていない空き家に対しても、

市町村が指導や勧告をできるようになりました。

このため、市町村が容易に判断できるよう本県

独自の統一的な基準を作成することとしました。 

 次の１７ページをお開きください。 

 事業名欄の一番下、持続可能な地域づくり推

進事業費１億１，４４６万９千円です。この事

業は、住み慣れた地域に住み続けたいという住

民の希望を叶え、将来にわたり持続可能な地域

づくりを推進するものです。なお、事業名につ

いては、昨年度まではネットワーク・コミュニ

ティ推進事業としていましたが、人口減少社会

に適応した、まちづくりの検討もあわせて進め

ることを踏まえ、持続可能な地域づくり事業に

変更しています。 

主な取組としては、７年ぶりにネットワー

ク・コミュニティの優良事例集を作成して地域

コミュニティ活動の活性化を推進するとともに、

高齢者集落等の活動に対する補助制度に新たに

担い手確保支援の制度を設け、喫緊の課題であ

る集落の担い手不足対策に支援を行うこととし

ています。また、人口減少がさらに進めばネッ

トワーク・コミュニティそのものが機能しなく

なる地域も増えてくることから、人口減少社会

に適応するためのコンパクトなまちづくりにつ

いても、全国の先進事例等の調査研究を行うこ

ととしています。 

 次の１８ページをお開きください。 

 事業名欄の一番下、おおいたふるさと納税推

進事業費７，３０９万３千円です。この事業は、

ふるさと納税を広く全国から募るため、魅力あ

る返礼品の充実や情報発信などを行うものです。

具体的には、大分県ならではの返礼品の拡充を

行うとともに、民間事業者が提供するふるさと

納税申込みサービスの活用やＷｅｂサイト上で

の広告掲載による情報発信などを行うこととし

ています。 

 いただいた寄附金は、一旦ふるさとおおいた

応援基金に積立てを行います。本年度は５千万

円を目標としており、こども子育て支援として

４，７００万円余りを予算計上しています。こ

のほか、ＮＰＯ支援としての３００万円につい

ては、生活環境部で基金積立ての予算が計上さ

れています。さらに、平成３１年に認定した県

内の芸術文化分野の中小企業に就職した若者３

名に対して、奨学金の返還を支援します。なお、

この奨学金の返還支援については利用実績等を

考慮し、令和２年度をもって新たな認定を取り

やめています。 

 次の１９ページをお開きください。 

  最後に４の重点事業ですが、人口減少に歯止

めをかけ地域に元気を取り戻す、まち・ひと・

しごと創生の取組を推進するほか、移住・定住

の促進、持続可能な地域づくりの推進、安心と

生きがいの地域づくりの推進に取り組んでいき

ます。 

田吹国際政策課長 国際政策課関係について説

明します。２１ページをお開きください。 
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 まず１の組織ですが、国際政策班とパスポー

ト班の２班体制となっており、総数は１０人で

す。 

 次の２２ページをお開きください。 

 ２の分掌事務についてですが、海外戦略をは

じめ、国際交流や国際協力に係る総合企画及び

連絡調整などを所管しています。また、国から

の法定受託事務である旅券事務を分掌していま

す。 

 次に、予算について主な事業を説明します。

２３ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、海外戦略総合対策

事業費５，１７１万８千円です。この事業は、

大分県海外戦略に基づき海外政府機関等との連

携を推進するとともに、県内の民間事業者等が

海外展開しやすい環境を整備するものです。今

年度は、コロナ禍により令和２年度以降途絶え

ていた海外プロモーションを再開し、安定した

関係構築が期待できる米国及び台湾において、

県産品や観光のＰＲのほか、政府機関や現地企

業等への訪問を行いたいと考えています。また、

現行の海外戦略の計画期間が今年度末までとな

っていることから、次期海外戦略の策定作業も

行っていきます。 

 次の２４ページをお開きください。 

 事業名欄の上から４番目、外国人留学生支援

事業費４，１１０万３千円です。この事業は、

修学意欲の高い優秀な留学生の経済的負担を軽

減するため、奨学金を給付するとともに、留学

生の県内就職を促進するため、インターンシッ

プ生を積極的に受け入れる県内企業を支援する

ものです。留学生がより多くの県内企業と接点

を持ち、企業の特性や魅力を知ることで留学生

の県内就職につながるよう取り組んでいきます。 

 次の２５ページをお開きください。 

 外国人受入環境整備事業費３，４６３万８千

円です。この事業は多文化共生社会を推進し、

外国人材から選ばれる大分県を実現するため、

外国人が日常生活や社会生活を円滑に営み、安

全に安心して暮らすことのできる環境を整備す

るものです。県内在住の外国人等からの相談に

多言語で対応する、外国人総合相談センターの

運営のほか、日本語教室ボランティアのスキル

アップ研修や日本語教室の開設、運営に関する

市町村への伴走支援、オンラインでの日本語教

室の開催等を通じて、外国人に対する日本語教

育体制のさらなる充実を図っていきます。 

 なお、次の２６ページの重点事業ですが、さ

きほど予算の中で説明したので省略します。 

宮成芸術文化振興課長 芸術文化振興課関係に

ついて説明します。２８ページをお開きくださ

い。 

 まず１の組織ですが、芸術文化企画班、芸術

文化振興班の２班体制となっています。このほ

かに公益財団法人大分県芸術文化スポーツ振興

財団への業務援助が７人、公益財団法人アルゲ

リッチ芸術振興財団への業務援助及び研修派遣

職員が２人配置されており、総数は１９人とな

っています。 

 次の２９ページをお開きください。 

 ２の分掌事務についてですが、芸術文化振興

課においては大分県立美術館や県立総合文化セ

ンターの活用のほか、地域の活性化等につなが

る芸術文化活動を通して、県民が芸術文化に参

加し、触れられる機会を創出することを分掌事

務としています。 

 次に、予算について主な事業を説明します。

３０ページをお開きください。 

 事業名欄の上から１番目、芸術文化創造発信

事業費１億１９４万円です。この事業は、県内

の芸術文化の振興を図るため、県民芸術文化祭

や高山辰雄ジュニア美術展、文化キャラバン等

の開催を支援するものです。また、県立総合文

化センターは改修工事を終え、５月１９日のア

ルゲリッチ音楽祭大分公演がこけら落としとな

ります。リニューアルしたセンターの素晴らし

さをより多くの県民に体感してもらうため、芸

術文化スポーツ振興財団が主催するウィーン少

年合唱団などの公演へ５００組の親子を無料招

待することとしています。 

 次の３１ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、まちなかアートフ

ェスタ開催事業費１，９２０万６千円です。こ

の事業は、芸術文化の発信力をいかした地域振
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興等を図るため、県内各地で県民が芸術文化に

気軽に触れることのできるまちなかイベントを

実施するものです。具体的な事業内容としては、

別府アルゲリッチ音楽祭と連携し、大分駅前で

音楽祭のフィルムコンサートやステージイベン

トなどを開催するほか、中心市街地における回

遊性を高めるため、商店街等でもミニコンサー

トや県内アーティストによる作品の展示販売、

子ども向けワークショップなどを開催します。

さらに、ＪＲデスティネーションキャンペーン

に合わせて、大分空港などの県内の交通拠点や

観光スポットでのミニコンサートなどを開催し

ます。 

 芸術文化振興課の主な事業は以上です。なお、

次のページの４重点事業については、予算の中

で説明したので省略します。 

佐藤スポーツ振興室長 スポーツ振興室関係に

ついて説明します。３４ページをお開きくださ

い。 

 まず１の組織ですが、スポーツ振興班の１班

体制となっています。このほかに株式会社大分

フットボールクラブへの研修派遣職員１人が配

置されており、総数は７人となっています。 

 同じページのその下、２の分掌事務について

です。スポーツ振興室は、（１）地域活性化に

つながるスポーツの振興を推進していくことを

分掌しています。 

 次に、予算について主な事業を説明します。

３５ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、スポーツによる地域の元

気づくり事業費３，６１２万７千円です。スポ

ーツを通じた地域の活性化と県民がスポーツに

親しむ機会を創出することを目的に、県内で活

動するプロスポーツチームと連携して、小学校

等を訪問や親子観戦招待などを行います。 

 続いて事業名欄の一つ下、大分スポーツ地域

活力創出事業費４，７３２万３千円です。東京

２０２０オリンピック・パラリンピックの事前

キャンプ受入れのレガシーを継承し、交流人口

の拡大や地域住民との交流を通じて地域の活力

を創出するためナショナルチーム、トップチー

ムのスポーツ合宿の誘致に取り組むものです。

具体的には県内でスポーツ合宿を行うチーム等

に対し、県内市町村と連携して宿泊費や旅費を

補助するものです。また、東京オリンピックの

影響で近年人気の高まっているスケートボード

の体験教室やキッズスケートボードコンテスト

の開催を通じてアーバンスポーツの振興にも取

り組みます。 

 続いて事業名欄のその下、おおいたラグビー

次世代継承事業費３，１２６万８千円です。ラ

グビーワールドカップ２０１９のレガシーを次

世代に継承するため、大分県ラグビーフットボ

ール協会や本県をセカンダリーホストエリアに

登録している横浜キヤノンイーグルスと連携し、

ラグビーフェスティバルの開催やラグビークリ

ニックなどに取り組みます。 

 次の３６ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、ツール・ド・九州推進事

業費１億７２４万３千円です。この事業は、サ

イクルスポーツの普及拡大とサイクルツーリズ

ムを通じた地域活性化を図るため、国際サイク

ルロードレース、ツール・ド・九州の開催や情

報発信等を行うものです。具体的には、第２回

大会となる２０２４大会に向けて福岡、熊本の

両県や九州経済連合会等で構成する大会事務局

と連携し、海外選手の招聘や安全対策などとい

った円滑な大会運営に取り組みます。また、県

内外への大会周知や大会を契機とした誘客を図

るため、県内各地での集客イベントの実施やＷ

ｅｂを活用した情報発信等を行います。昨年の

大会に引き続き、大きな盛り上がりを創出でき

るよう準備を進めていきます。 

 スポーツ振興室の主な事業は以上です。なお、

３７ページの４重点事業については、さきほど

予算の中で説明したので省略します。 

柴北広報広聴課長 広報広聴課関係について説

明します。資料の３９ページをお開きください。 

 当課の組織は、広報・報道班と広聴班で構成

されており、職員数は１３人です。 

  次の４０ページをお開きください。 

  分掌事務についてですが、県行政の普及・啓

発を図るための各種広報、県民の要望や意見な

どを県政に反映させるための広聴、さらに報道
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機関との連絡、また大分県の情報発信に関する

事務を担当しています。 

  続いて、予算の主なものについて説明します。

４１ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、広報活動費２億１，９５

６万８千円です。これは県政広報に要する経費

であり、主なものとしては県政テレビ番組やラ

ジオ番組の放送、県政広報紙「新時代おおいた」

の発行、新聞各紙への県政だよりの掲載等に要

する経費です。 

  続いて同じページの一番下、おおいたブラン

ド戦略強化事業費１億２４１万８千円です。こ

の事業は、おんせん県おおいたのさらなるブラ

ンド力向上を図るため、温泉をはじめとした本

県の多彩な魅力をターゲットに応じた効果的な

媒体を選択した上で、タイミングよく国内外に

ＰＲするものです。具体的には、本県の認知度

が低調な首都圏等の若い女性をターゲットにし

たＷｅｂメディア、ｅｄｉｔ Ｏｉｔａ（エデ

ィットおおいた）の配信などにより、本県への

興味・関心の向上を図ります。また、ＰＲに精

通した企業と連携し、様々なメディアに働きか

けを行うパブリシティ活動により、首都圏・関

西圏を中心に本県のさらなる露出を図り、本県

への誘客等を促進させていきます。 

 一方、デジタル化の進展による社会構造の変

化に対応するため、デジタル媒体による広報の

強化も必要不可欠となっています。そのため、

Ｗｅｂサイト上でターゲットを設定したデジタ

ル広告を効果的に掲載するほか、ＹｏｕＴｕｂ

ｅなどの動画投稿サイトやＸなどのＳＮＳ等に

よる情報発信にもこれまで以上に取り組み、外

部専門人材アドバイザーの知見も活用しながら、

デジタルマーケティングによる効果的な広報を

展開していきます。 

 次の４２ページの重点事業については、ただ

いま、予算の中で説明したので省略します。 

宇野統計調査課参事 統計調査課関係について

説明します。４４ページをお開きください。 

 １の組織については統計企画班、統計分析班、

人口・社会生活統計班及び産業統計班の４班体

制で、合計２６人の職員が配置されています。 

 次の４５ページをお開きください。 

 ２の分掌事務は、統計法や大分県統計条例に

基づく基幹統計調査の実施と、統計データの分

析や提供などです。 

 続いて、予算について主な事業を説明します。

４６ページをお開きください。 

 委託統計費１億９，５８２万８千円です。こ

れは総務省、厚生労働省などの国の関係省から

委託されて行う統計法に基づく基幹統計調査の

実施等に要する経費で、財源は全額国庫支出金

です。 

 次の４７ページをお開きください。 

 県単統計費１６９万２千円です。これは、県

経済の現状を把握するための県民経済計算や景

気動向指数など、県独自で行う調査や分析など

に要する経費です。 

 次の４８ページをお開きください。 

 ４の重点事業ですが、（１）の令和６年全国

家計構造調査は５年ごとに行われる周期調査で

家計における消費、所得、資産及び負債の実態

を把握し、世帯の構造等を全国的及び地域別に

明らかにすることを目的とするものです。（２ 

）の２０２５年農林業センサスも同じく５年ご

とに行われる周期調査で、農林業・農山村の基

本構造とその変化を把握し、農林業施策の基礎

資料を得ることを目的とするものです。 

幸野交通政策企画課長 交通政策局交通政策企

画課関係について説明します。５０ページを御

覧ください。 

 まず１の組織ですが、交通政策企画課は交通

企画・空港班、広域交通班の２班体制となって

おり、職員数は１２人です。 

 次の５１ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務については、広域交通ネットワ

ークや大分空港海上アクセス等について、それ

ぞれ政策立案や企画調整を行っています。 

 次に、予算について主なものを説明します。

５２ページを御覧ください。 

 事業名欄の一番上、九州の東の玄関口として

の拠点化推進事業費３，６７７万３千円です。

この事業は、九州の東の玄関口としての拠点化

を推進するため、フェリー航路や国内航空路線
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の利用促進など、県内外を結ぶ交通ネットワー

クの充実に向けた取組を実施するものです。 

 次にその下、東九州新幹線等広域交通推進事

業費２，３３５万１千円です。この事業は、東

九州新幹線や豊予海峡ルートの実現に向け、新

幹線の整備計画路線への格上げなどを目指し、

経済団体や市町村と一体となって国への要望活

動や県民の機運醸成を図るシンポジウム開催と

広報などを行うものです。 

 次の５３ページを御覧ください。 

 一番上、国際航空路線誘致・拡充促進事業費

１億１，５８４万６千円です。この事業は、大

分空港における国際線の安定的な運航を図るた

め、運航が再開したソウル線の運航支援や利用

促進対策、また新規路線の誘致にかかる経費を

助成するとともに、問題となっている空港人材

確保対策を行うものです。 

 次に一番下、ホーバークラフト利用促進事業

費３，１２２万９千円です。この事業は、大分

空港の活性化を図るために令和６年秋の就航を

予定しているホーバークラフトの利便性向上に

向けて、西大分のホーバーターミナルと大分駅

を結ぶ二次交通の実証調査を実施するとともに、

認知度向上のための情報発信を行うものです。

また、西大分周辺の賑わい創出に向けても今月

５日に開催を予定しているホーバーターミナル

の内覧会や県内の小学校等の見学を受け入れる

など、ターミナルを活用したイベントの開催な

どを通じてその魅力の発信に努めていきたいと

考えています。 

 次のページの４重点事業については、ただい

まの予算の中で説明したので省略します。 

田原地域交通・物流対策室長 地域交通・物流

対策室関係について説明します。５０ページに

お戻りください。 

 まず１の組織ですが、地域交通・物流対策室

は、地域交通・物流対策班の１班体制となって

おり、職員数は６人です。 

 次の５１ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務については、鉄道、路線バス、

離島航路などの地域交通や物流対策について、

それぞれ政策立案や企画調整を行っています。 

 次に、予算について主なものを説明します。

５４ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、自動車運送事業者乗務員

確保対策事業費５，２４７万６千円です。この

事業は２０２４年問題、ドライバー不足に対応

するため、免許取得や就職説明会の開催などに

係る経費など、バス、タクシー、トラックなど

の自動車運送事業者の乗務員確保対策に要する

費用の一部を補助するとともに、女性比率が著

しく低いこれらの業界において、女性の人材確

保を強化するため、女性乗務員との交流会の開

催やトップセミナー等を行うものです。 

 次にその下、乗合バス利用効果実証事業費７，

６３２万１千円です。この事業は、コロナ禍に

よって利用者が減少し、まだ回復しきっていな

い公共交通の利用を促進するとともに、外出機

会の創出による地域経済の活性化や交通渋滞の

緩和、環境負荷の軽減など、バスの利用に伴う

多面的な効果発現を検証するため、県内の全て

の乗合バスを対象としたバス無料の日の実証実

験を行うものです。 

 ５５ページの４重点事業については、ただい

ま、予算の中で説明したので省略します。 

嶋委員長 以上で説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。まず、委員の皆様

から質疑や御意見などはありませんか。 

守永委員 何ページか分からないのですが、フ

ェリーターミナルの関係で別府港のターミナル

の再編のことが上がっていました。スケジュー

ルとして、２年後に工事が始まるかといった議

論が昨年あったわけですが、今の見通しはどう

いう状況か、分かれば教えていただきたいと思

います。 

 それとホーバーの経営に関してですが、直近

の経営試算の見直しとか、そういったことがさ

れているのか、その状況を教えていただければ

と思います。 

幸野交通政策企画課長 最初にお話があった、

別府港のフェリーターミナルの件です。 

 現在、先に岸壁の工事を国直轄で行うことに

なっています。今年度、国の方に予算執行がな

かったので、また来年度以降も要望を続けてい
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きたいと思いますが、それが決定した後に上屋

の再編に取りかかりたいと考えています。国の

事業の進捗を見て、こちらの事業の進捗を合わ

せていきたいと考えているので、今年度に国の

予算措置があれば、来年度に向けて準備したい

と考えています。 

 次に、ホーバーの収支の最近の見通しです。 

 昨年に一旦運営状況というか、計画に対する

収支状況を出し、それが赤字になるということ

で、外部有識者から意見をいただいて、減免と

いう考え方を取っています。今、訓練を続けて

いますが、この訓練を踏まえてどれぐらいの時

間で空港まで行けるか、どのぐらいのダイヤが

組めるか運航計画を運航事業者で考えており、

それが出たら、それに基づいた新たな収支の試

算を出す形になります。いずれにしても、収支

試算は毎年度、検証を外部の有識者とすること

にしているので、その中でしっかり見ていきた

いと考えています。（「ありがとうございます 

」と言う者あり） 

佐藤委員 一つは今ありましたが、ホーバータ

ーミナルの関係です。 

 これはホーバーだけではないですが、実は先

日、若林部長の出身地である金沢に視察に行き

ました。その中で、被災地とはちょっと別です

が、どうも石川県はああいう公共施設の使い方

がすごく上手だと思っていて、あそこにも港湾

施設としてクルーズターミナルという、クルー

ズ船専用の巨大なターミナルを造っています。

ふだんは年間５０隻ぐらい来るということで、

そのくらい来れば、ある程度元は取るだろうと

思いますが、それにしても駐車場や敷地面積、

建物もすごく広いです。無駄にならないのかな

と思っていろいろ聞きました。これも県民性の

違いが多分あると思いますが、一般の方々の利

用、それから民間の会社の利用、細かい部屋の

貸出しとかをきちんとやっていて、広いターミ

ナルの使い方についても、学校や幼稚園の遠足

等の受入れといったものも全部やっていて、な

かなかいい使い方をするなと思いました。 

 公共施設を造ると割と制限をかけ過ぎて、ど

この市もそうですが使いづらい、なかなか貸出

しにくいことがありますが、その辺は上手にや

った方がいいと思っています。ホーバーの建物

に関しても、ホーバーも毎日来るもので、なか

なか空きはないと思うし、規模的にも一杯一杯

で建っていると思いますが、できればそういう

プラスの目的外の貸出しも考えていただければ

と思っています。 

 それから少し戻りますが、空き家対策です。 

 管理不全空き家のマニュアルを作っていただ

けるということで、それはそれでいいのですが、

前もちょっとお話ししたことがあるけれど、空

き家問題は田舎の市町村に行くと本当にもうお

手上げ状態になっています。正直に言って一杯

あって、ほとんどが潰れかけていて、本当に危

険な状態にならなければ、なかなか手出しがで

きないのが実情です。 

 国が今少し改めてきていますが、詰まるとこ

ろ相続の問題ですね。誰がその責任者なのかに

なってきて、いろいろと突き詰めて話をすると

最終的には相続放棄という形になってしまって、

じゃ最後どうなるのかと、国に持っていくんだ

という話にはなりますが、多分そこに行く前に

１回目の相続の分を、例えば市町村があたった

としても、その後は広過ぎて、とてもあたれな

いのが実情ですよね。どうも市町村がやってい

ることが相続放棄をさせるためだけの手段にな

ってしまって、無駄なことをやっているような

気がするのも実際のところです。 

 もし仮に、市がその土地をもらえることにな

っても、正直に言っていらないというのが本当

のところで、後の管理もできないし運営もでき

ないので、これも要望になるかもしれませんが、

マニュアルの中で、国の法律と一緒に動いてい

るので、当然これを作っていただいて、うまく

活用できるようになればいいなとは思います。

是非とも国に要望していただきたいのは、根本

的な解決策を考えていかざるを得ないと、国に

潰してくださいと言うのも無理な話だとは思い

ますが、やはり全体として考えなくてはならな

いのと思っているので、この辺についてはよろ

しくお願いします。 

 それからもう一つ、スポーツのところでツー
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ル・ド・九州の関係です。 

 副会長がいらっしゃるので、私の後にお話が

あるだろうと思います。去年、日田で私も拝見

しました。大変面白い競技ですし、盛り上がり

もすごかったので、日田市の皆さんも多分初め

てだったと思うけど楽しんでいて、大変いいな

と思っています。 

 我々の国東半島もツール・ド・国東というこ

とで、ちょっと去年はなかったのですが、山岳

コースを走って回るレースがありました。これ

は当時の豊後高田市にとっては、ただ自転車が

高速のスピードで飛んで回るだけで危なくて、

それが何かの役に立ったとは思えないし、見て

いる側も何台が通過して、誰がトップでどうな

っているかが分からない状況で、なかなか難し

かった。去年、日田の分についてはずっと放送

があったので、あの放送を見れば流れが分かっ

て、最後はゴールのところに来るので、見てい

る人もそれぞれ楽しかったと思います。 

 こういう競技は、関係者はともかく一般の方

に対しては、そういう見せ方が大変必要になっ

てくると思います。これは運営そのものなので、

県がどうこうするものではないと思いますが、

皆さんになるべく楽しんでいただけるようにや

っていただければと思っています。 

 そしてもう一つは、さきほどのツール・ド・

国東のときもそうでしたが、沿線の安全確保で

す。今回の距離はとても――ちょっと先に諸般

の報告の資料を見ましたが、別府から日田まで

道路は大変な距離になるし、スピードも結構速

いので、なかなか大変ではないかと思います。

当然、関係市町村と連携しながらやることにな

ると思いますが、さきほど言ったように途中の

通っていくところは、本当に通り過ぎるだけで

余り恩恵がないような気もするので、なかなか

その辺の理解を求めるのは難しいかと思ってい

るので、是非ともうまく調整していただきたい

と思います。 

 すみません、ちょっと要望的なものが多くな

ってしまいましたが、以上お願いします。 

幸野交通政策企画課長 ホーバーターミナルに

ついては、魅力的な外観を西大分のにぎわいづ

くりに是非いかしていきたいと考えています。

施設の規模としては駐車場を４５０台、今用意

しています。旧ホーバーのときは３００台程度

の駐車場の容量だったと伺っています。これか

ら準備しますが、ターミナルの中にはカフェや

物販、それから展望デッキの利用者も駐車する

ことを想定して４５０台の駐車場を整備します。

一般の方々、あるいは委員御指摘の様々な利用

がこれからも進むかどうか、検討していきたい

と思います。よろしくお願いします。 

工藤おおいた創生推進課長 私からは空き家に

ついてお答えします。 

 先般、国が調査を公表して、やはり人口減少

が全国的に進んでいるので、空き家も増加の一

途で本県でも増えており、その対策は本当に難

しいものだと感じています。 

 国としても、空き家は所有者がまずはしっか

り管理する、あるいは利活用を図るものだとい

うことで、昨年に空家特措法を改正して所有者

の責務の強化が図られています。これを受けて、

我々県としても所有者に向けた空き家の管理、

あるいは活用の手引を今年度１万部ほど作って、

市町村を通じて管理者の方に──どう管理して

いいか分からないとか、どう活用していいか分

からないという声も聞くので、手引といったも

ので、まずは所有者にしっかり管理していただ

くように取り組んでいきたいと考えています。 

 ただ、もう所有者が分からなくなったものも

多々あって、私どもも市町村と一緒に会議をし

ていますが、本当に悩みが尽きません。そうい

ったものにどう対応しているか、先進事例を共

有するとか、そういう会議を通じて少しずつや

っていくしかないと思っています。 

佐藤スポーツ振興室長 ツール・ド・九州につ

いてお答えします。 

 まず運営ですが、我々は当初２万人を想定し

ていましたが、実際には２万７千人で非常に多

くの観客に来ていただきました。そういったこ

とから、さきほど委員が言われたとおり安全確

保対策については、昨年以上に厳重に取り組ん

でいきたいと思います。 

 具体的には沿道警備員の増加、それと沿道に



- 10 - 

設置するコーンやバーの増加に取り組んでいき

ますし、あと土木事務所とも連携して道路の舗

装が大丈夫かとか、そういったところを定期的

にチェックしていきたいと思っています。 

 それからレースが非常に見やすかったと、放

送があって分かりやすかったとの意見をいただ

いています。今年については、別府市から由布

市、九重町、日田市と四つの市町を通るので、

各市町ごとに観戦ポイントをつくって、地元の

食を楽しみながら観戦も楽しむことを市町と連

携して協議して進めていくので、頑張っていき

たいと思います。（「ありがとうございます」

と言う者あり） 

麻生委員 予算審査のときと比べ、執行にあた

ってさらに踏み込んだ説明があった部分５点に

ついて伺います。 

 まず１５ページ、ふるさと大分ＵＩＪターン

推進事業費に関わる部分で、さきほど農地転用

手続の相談窓口を設置するとのことでしたが、

これは子どものいらっしゃる方、そういったと

ころは進学やいろんな部分があるので、期限を

決めて何か月で処理するかがポイントだろうと

思います。そういった意味で相談窓口を設置す

るだけでは駄目で、期限を区切るとか短期間化

するといった部分について、具体的に何か取組

があれば教えてください。 

 それから１６ページ、さきほども話がありま

したが空き家対策促進事業費について、今日の

新聞にもカモナマイハウスというのが出ていま

した。全国で９００万戸、うち放置家屋が３８

５万戸、そのうち共同家屋が５０２万戸とか、

要は空き家と廃屋は違うといった部分について、

大分県の実情、県全体でいくら積み上がってい

るかの前提に、各市町村、集落、自治区ごとに

廃屋と空き家、あるいは共同住宅の部分をちゃ

んと分類できているのかどうか。要は、将来的

にはアットホームみたいなデジタルサイトで発

信する準備ができているのか。ＤＸ化と言って

いるものですから、そこについてどのような取

組をするかを伺います。 

 ３点目が２３ページ、海外戦略総合対策事業

費で海外戦略をやっていますが、万博もありこ

れからインバウンドの誘客も頑張るとのことで、

所管が違うのかもしれませんが、まず国際政策

課として各国の領事館、福岡とか九州管内には

長崎もあったり、いろいろありますよね。ある

いは広島とか、大阪といった各国の領事館に対

して課長レベルなのか、部長レベルなのか、あ

るいは議会の議長とか、そういったところが領

事館にどういう形で挨拶に行くかとか、その仕

組みや役割分担を含めて、例えば台湾だったら

行政が行くのではなく、議会が行かないと駄目

とかルールがあるわけですよね。その辺の分類

はどうしているのか、あるいは見直しをしてい

っているのか、そこについて伺います。 

 それから５２ページ、大分空港アクセス改善

事業等いろいろやって、ノースライナーや佐臼

ライナーとかいう形で、あえて大分空港を無理

やり使わせようという動きで、運転士が不足し

ている中であえて使っているわけです。例えば、

県南の人は宮崎空港に行ってくれ、竹田の人は

熊本空港に行ってくれ、県北の人は北九州空港

に行ってくれ、あるいは日田の人は福岡空港に

行ってくれでもいいのかなという思いがある中

で、その後に５４ページで自動車運送事業者乗

務員確保対策事業費がありますが、現に路線バ

スは休止や廃止が出てきていますね。１０月１

日から大分市内でもそういったところが出てき

ていると。既にバス事業者自身は３月時点で休

止申請をしているにもかかわらず、その辺の説

明は予算審査のときになかったんですね。そう

いう状況の中で、こういうことが行われている

のは、非常に矛盾する政策であると指摘した上

で、この辺のバス等の運転士確保事業とか、そ

ういった部分についてどう考えているのか。大

きな方針や方向性について、少し見解を伺って

おきたいと思います。 

工藤おおいた創生推進課長 私からは２点、ま

ず定住支援窓口についてですが、これはやはり

若い世代の方で、住み慣れた地域に住み続けた

いけれども、なかなか農地転用がうまくいかず

に親元近くに住むのを諦めたという声を聞きま

す。そこで今年度初めてというか、そういう相

談窓口を設置しようと。これは農地転用や相続
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の結構難しい問題があるので、司法書士や土地

家屋調査士など、そういう専門家に委託するよ

うに想定しています。まずは窓口でいろんな声

を聞いて、何が必要かを把握して取り組んでい

きたいと考えています。 

 それから空き家については、この調査は抽出

調査ということです。全部の調査ではなくて、

抽出したもので推計しているようです。今回公

表されたのは速報で、今私どもで分かっている

のは、委員がおっしゃったとおり全国で９００

万件空き家があると。それに対応した大分県の

数は１１万５千件です。それから、放置家屋が

３８５万件あると。これに対応したものは、県

内では５万６千件。ここまでは情報をいただい

ていますが、市町村ごとに詳しいものは今後示

されると聞いています。 

田吹国際政策課長 万博を踏まえた各領事館等

への働きかけについてですが、万博を見据えて

商工観光労働部の観光局がそういったインバウ

ンド向けの商品の開発等をしていると聞いてい

ます。 

 委員から御指摘のあった、領事館などの働き

かけに部長が行くのか、それとも課長が行くの

か、議会に行っていただくのかといった準備な

どは、今現在はできていないのが現状です。 

 インバウンドになるので、観光局とも協議や

調整をしながら、その辺は考えていきたいと思

います。よろしくお願いします。 

幸野交通政策企画課長 ノースライナー、佐臼

ライナーの運行についてです。 

 委員御指摘の他空港の利用、確かに利便性で

は、そういった方もいらっしゃるかとは思いま

すが、一定の方々はやはり大分空港を利用した

いと。特に佐臼ライナーは、平成２４年からバ

スの運行の場所を佐伯から空港だけではなく、

パークプレイスからとか、臼杵からとか、それ

ぞれつくることで、また利用者が増えたことも

あります。そういったニーズに応えるには、引

き続き必要な路線だと考えています。 

田原地域交通・物流対策室長 委員御指摘のと

おり、バス事業者やタクシー事業者等のドライ

バー不足は２０２４問題もあって、かなり深刻

なもので、それを原因とするバスの減便等も今

年度行われています。これに対応するため、県

としてもやはり積極的に打って出ないといけな

いということで、自動車運送事業者の乗務員確

保のための事業を今年度積極的にやっていこう

と考えています。 

 また、路線の減便や休止等でバスの定期路線

がなくなった路線については、市町村とも協議

をしながら、どのようにして地域の足を守って

いくかについては、これからバス事業者や市町

村とも話をしながら進めていきたいと考えてい

ます。 

麻生委員 従来の当たり前を、発想を変えて根

本から見直していく必要もあると思うので、今

後、議論しながら取り組んでいければと思いま

す。企画振興部というのは県民の夢をかなえる

魔法使いであってほしいと、かねてから大分県

の企画振興部はそういうミッションがあるわけ

ですから、大いに頑張ってほしいと思います。 

阿部副委員長 １点だけ伺います。１７ページ

です。持続可能な地域づくり推進事業費の人口

減少社会に対応したまちづくりに関する調査研

究の５０万円をちょっと詳しく教えていただけ

ますか。 

工藤おおいた創生推進課長 大分県では、高齢

化集落の活性化というか、振興を図るためにネ

ットワーク・コミュニティということで、単独

集落では立ち行かなくなった集落が共助してい

く仕組みにずっと取り組んできましたが、これ

だけ人口が急激に減ってくるとネットワーク・

コミュニティによる集落同士の共助の仕組みで

は難しい地域も出つつあるということで、そう

いった集落対策をどうやっていけばいいかとい

う検討に入っていきたいというものです。 

阿部副委員長 前の広瀬知事も、今の佐藤知事

も、住み慣れた地域でいつまでも安心して住ん

でもらう、その支援をすることを言っています。

この事業は国が進めるコンパクトシティ対策か

なと思いますが、県としてはネットワーク・コ

ミュニティで今まで支援した周辺部、これはも

う金がかかり過ぎるし、コンパクトシティにか

じを取ろうとしているのかなと。考え方がそう
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なろうとしているのですか、そこら辺はどうで

しょうか。 

工藤おおいた創生推進課長 いや、かじを切る

ということではなく、ネットワーク・コミュニ

ティは引き続き推進します。予算を見ていただ

いても、しっかりお金を付けています。 

 ただ、そればかりではやはり立ち行かなくな

るので、コンパクトなまちづくりも一つの解決

策ではないかと、僅かな予算で少し研究に入っ

ていきたいというものです。これを潮目に方向

を大きく変えていくことまでは考えていません。 

阿部副委員長 相反することですよね。コンパ

クトシティとネットワーク・コミュニティの支

援は相反することなんですよ。ただ、我々が周

辺部に住んでいて、もちろん杵築市も下水道事

業を推進していましたが、莫大な費用がかかる

し、周辺部はどんどん空き家が増えていくので、

これは事業認可を受けていても途中でやめまし

た。そして、合併浄化槽を推進することを決め

たわけですが、周辺部に住む人間としてはやは

りそこでずっと住んでいきたいというところで

すね。 

 国が立地適正化計画を出せということで、５、

６年前に市町村に対して行いましたが、立地適

正化というのは、私もイメージ図を見せてもら

いましたが、周辺部に住む人間としては受け入

れ難い内容なんですね。ですから、周辺部に住

む独居老人が増え、空き家も増えているところ

ですが、周辺部ではどうしても自力で生活が維

持できないところは行政に頼らざるを得ない部

分もあるし、ネットワーク・コミュニティの共

助で、地域で活力を生み出そうとするところも

あるわけですから、そういうところはずっと支

援をしていただきたい。都市部があるところで

は、国が進めるコンパクトシティ、そういうま

ちづくりでやることもできるかもしれないけど、

周辺部でそれはなかなか難しいのではないかな

と思っているので、そこら辺は是非今までのと

おり、周辺部を維持管理することはお金がかか

ることですが、行政の責任として是非支援をお

願いしたいと思います。以上です。 

福崎委員 ホーバーの利用についてちょっとお

尋ねしますが、事故を２回ほど起こしています。

操縦訓練を重ねれば技術力が高まっていくと思

いますが、ホーバーというのは特殊なものであ

って、１年や２年ぐらいで技術が一気に高まる

ことは、なかなか難しいのかなと。経験を積む

しかないですが、例えば空港の入口の環境を整

備していくと。例えばクッションを周りに入れ

て、当たっても危なくない、本体に損傷が付か

ないような環境整備をするとか、運航計画を今

後出されるということですが、例えば秋の運航

に向けて無理やり行うことのないように。それ

から収支を見て、無理な運航や安全が軽視され

ることがないように県としてチェックをしてい

ただきながら、利用者が安心して安全に利用で

きる環境をしっかりとつくっていただくようお

願いしたいと思います。そこら辺、しっかりと

県が安全を守っていくという立場で、運航計画

から全てをチェックしていただきたいと思うの

で、よろしくお願いします。 

幸野交通政策企画課長 御意見ありがとうござ

います。 

 ホーバーに関しては、先日も接触したことで

御心配をおかけしています。これからホーバー

クラフト、めったにない乗り物に対する操縦と

いうことで、しっかりとした訓練を進めている

その最中です。訓練の中では、委員のおっしゃ

るように、そういった安全対策は必要な課題だ

と思っています。 

 秋の就航に向けても、まずは利用者の安全確

保が第一だと、それは県も運航事業者も同じ考

えであって、国東側の航走路、これから訓練が

まだ続くので、何らかの安全対策を講じたいと

今検討を一緒にしています。秋の就航に向けた

スケジュールや運行計画に関しても、まずは安

全第一を前提に進めていきたいと思います。 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 なければ私から、何点か申し上げた

いことがあったのですが、予定の時間が近づい

ているので１点だけ。 

東九州新幹線についてです。これについては

二つのルートを議論して、機運を醸成していく
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とのことで、何回か説明会も開いたようですが、

機運の醸成は図られていますか。 

幸野交通政策企画課長 昨年度に発表した二つ

のルートに関しては、委員長がおっしゃるよう

に県民の機運の醸成、それから意識の向上を期

待して調査を行っています。 

 その調査結果においては、３月までに六つの

地域において地域別の説明会を行いました。多

くの方に参加していただき、いろんな意見をこ

ちらも伺いました。その中には、新たに関心を

持った、こういった課題がもっとあるのではな

いかという積極的な御意見もいただいています。

こういったことをこれからも積み重ねながら、

少しずつではあるかもしれませんが、県民の皆

さんの機運醸成をさらに図っていければと考え

ています。 

嶋委員長 機運の醸成は大事ですが、これはず

るずるやっていても、結果的に県民を分断して

しまうかもしれない。県民がばらばらのような

雰囲気では、かえって損をすると私は思います。

できるだけ早い時期にルートを一本化して、県

民がまとまって整備路線の格上げを目指すべき

だと思いますが、どのようにお考えですか。 

幸野交通政策企画課長 今般、地区別説明会を

行いました。整備計画路線の格上げは、正に大

分県として、まずそれを目指すことに関しては

私どももそうだと考えています。 

 一方で新幹線ができるということは、地域間

の問題、特に並行在来線の問題という地域に非

常に密着した問題もあると思います。ルートが

二つあることで、その地域の方々がそれぞれの

課題も含め、よく議論をいただければと考えて

います。 

 また整備計画路線拡大に向けては、国がその

調査を正式に実施することが法に定められてい

ます。その調査をする段階、要はそこまでの段

階に至るまでには、ルートの決定があるのかな

と考えているところです。 

嶋委員長 県民がばらばらになることがないよ

うに。さきほども申しましたが、できるだけ早

くルートを一本化すべきだと思っているので、

よろしくお願いします。 

委員外議員の方は、質疑などはありませんか。 

堤委員外議員 今の東九州新幹線の問題につい

て、並行在来線が非常に問題があるというのは

当然のことだけど、これは二千数百万円の予算

を付けているね。それで、今後のシンポジウム

の在り方、流れをどう考えているのか。 

 私は何回も言うけど、シンポジウムの中でシ

ンポジストについては、基本的には大学から来

るのは推進側の先生ばっかりだよね。だからそ

うではなくて、やはりそういうのはちょっと待

ってよと一歩立ち止まって、こういう問題もあ

るよという方々にも声をかける。つまり、平等

に言っていく姿勢を持たないといけないと思う

けどね。 

 だから、今度のシンポジウムはどういう流れ

でやるのかを一つ確認させてください。それと

時期的にいつ頃かということ。 

 それともう一つが、例の２０２４年問題の関

係で物流、これは荷主との関係。今回予算も非

常にいろいろ付けていますが、確かに女性運転

士との交流とかも大事だけど、もともと働いて

いる方々の職の安定をどうするかに持っていか

ないと、辞めたけど入ってこないというのでは、

物流そのものが滞ってしまうという非常に大き

な危惧があるわけです。 

 だから荷主との協定、つまりサービス荷下ろ

しの問題や単価引上げの問題、そういうところ

をきちっとしておかないと、せっかく短時間に

したとしても単価が低ければ仕事が受けられな

い。受けたとしても運転士にその分の犠牲を押

し付けることになるわけだから、そこら辺の協

定の流れについて、県としてどういうことを考

えたのかがちょっと分かりにくい。あと、別府

のライドシェアの問題は６月ぐらいからやろう

とマスコミでも報道されていますが、これは世

界的にも大きな問題が出ているところもあるわ

けだな。安全性の問題とか補償の問題とか、事

故を起こしたときにどうするのかとか、いろい

ろと問題があるけど、県としてそこら辺は何か

別府市と協議をしているのか教えてください。 

幸野交通政策企画課長 シンポジウムについて

は、時期としては来年１月の開催を予定して今
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準備を進めています。シンポジウムの内容に関

しては、委員御指摘のとおり新幹線の効果だけ

でなく、課題についても県民の皆さんによく理

解していただく必要があると思うので、御意見

も踏まえて、これから検討していきたいと考え

ています。 

 一方で、シンポジウムという大きな機会は大

分県だけではなく、他県との連携や課題の共有

も必要だと思っています。そういった方々にも

発信できるようなシンポジウムにしていきたい

と考えています。 

田原地域交通・物流対策室長 まず一つ目、２

０２４年問題のトラック関係ですが、確かに荷

主とトラック事業者の力関係で、やはりトラッ

ク事業者が苦労されているという話については

こちらも承知しています。 

 これに対して、国としても燃料サーチャージ

制の実効性がきちんと確保できるようにトラッ

クＧメンなどを導入する。また、荷主とトラッ

ク事業者の標準的な運賃を国交省が設けていま

すが、これを今年３月にある程度引き上げて、

これに基づいて交渉するようにということで話

をされています。 

 さらには、今年の国会で新たに物流関係の法

律も改正され、多分近日中に公布されると思い

ます。その中で大きな荷主は、ある程度トラッ

ク事業者とのやり取りの関係で計画をつくって、

荷運びの効率的な計画をつくることが義務化さ

れるように法案で規定されることになりました。

まずは、このような制度がどのように進んでい

くかを見守りながら、今後もトラック業界の方

の待遇改善に向けて、県としては取り組んでい

きたいと思います。 

 あと別府のライドシェアについては、県も含

め、別府市が主導する協議会でどのような形で

やっていくかを今協議中です。６月にある程度

スタートするという大きな方向性は固まったと

ころです。 

 別府市が行うライドシェアは、ライドシェア

という言葉を使っていますが、既存の自家用車

有償運送制度の中で行うもので、基本的にはタ

クシー業者にある程度運行管理等を行っていた

だくことで、そのような安全性の確保等を行う

方向で今検討していると確認しています。（「 

はい、いいですよ」と言う者あり） 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長  ほかに質疑もないので、これをもっ

て令和６年度の行政組織及び重点事業等を終わ

ります。 

 次に、執行部から報告をしたい旨の申出があ

るので、これを許します。①と②について説明

をお願いします。 

鈴木政策企画課長 まず私から、新たな大分県

長期総合計画の策定に向けた経過等を報告しま

す。資料は５６ページをお開きください。 

 さきほど、政策企画課の主な事業で説明した

とおり、新たな長期総合計画の策定作業を進め

ています。その経過等について報告します。 

 資料の下段にスケジュールの欄がありますが、

議員の皆様には、これまで令和５年第２回定例

会では検討体制やスケジュールを、第４回定例

会では基本目標や政策・施策体系を、本年３月

の第１回定例会では主な取組と想定する目標指

標を報告し、御意見をいただいてきました。現

在、いただいた意見等を踏まえて素案の作成を

進めていますが、この後５月から６月にかけて

県民会議を開催し、第２回定例会のタイミング

で再度、素案についての議員説明会を開催する

予定としていますので、よろしくお願いします。

その後は、パブリックコメントで県民の声や新

しいおおいた共創会議で市町村長の意見も伺っ

た上で、第３回定例会において計画案の提出を

予定しています。 

 議員の皆様におかれては、引き続き大所高所

からの御意見を賜りますよう、よろしくお願い

いたします。 

工藤おおいた創生推進課長 資料５７ページを

お願いします。 

 第３期まち・ひと・しごと創生大分県総合戦

略の策定について報告します。現行の総合戦略

は、まち・ひと・しごと創生法第９条に基づく

大分県のまち・ひと・しごと創生に関する施策

についての基本的な計画として位置付けており、
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大分県長期総合計画、安心・活力・発展プラン

２０１５の中から、まち・ひと・しごと創生に

関連する施策を集中的、戦略的に推進するため

の計画として策定しています。 

 令和２年３月に策定した現行戦略――第２期

戦略が今年度末をもって終了することから、今

回令和７年度からの５年間について、新たな総

合戦略を策定するものです。 

 策定スケジュールについては、新長期総合計

画策定後に素案作成に着手するとともに、１２

月に改訂が予定されている国の人口ビジョンと

総合戦略の方向性や考え方を十分勘案した上で、

令和７年２月には、県民の皆様及び各市町村長

から御意見を伺うこととしています。これらを

踏まえた上で、令和７年３月の第１回定例会に

総合戦略案を提出し、御審議いただく予定とし

ています。 

 なお、県の人口ビジョンについても改訂を予

定しており、第３期の総合戦略は、この人口ビ

ジョンを達成するためのアクションプランとな

ります。 

嶋委員長 ただいまの報告について、まず委員

の皆様から質疑などはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 別にないので、委員外議員の方から

は、質疑などはありませんか。 

堤委員外議員 一つだけ、さきほど人口ビジョ

ンの話をしたけど、ＮＰＯだったかな――増田

さんが会長の民間のもので、大分県は消滅自治

体がかなり多いと。そういうものと、このビジ

ョンとの関係はどうなるの、参考にするの。 

工藤おおいた創生推進課長 増田さんなどがつ

くられた人口戦略会議が、総理に８千万人国家

を目指してはどうかということを年末に提言し

ていて、恐らく国が今年の末につくる国の人口

ビジョンに反映をされるのかなと。 

 我々としては、国と整合性の取れない人口ビ

ジョンは描けないので、国が何万人を目指すの

かと。それでは、それに対して大分県は何万人

を目指しましょうという形になってくると考え

ています。（「はい、いいです」と言う者あり） 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 ほかに質疑もないので、次に③と④

について、説明をお願いします。 

佐藤スポーツ振興室長 資料の５８ページを御

覧ください。 

 国際自転車ロードレース、ツール・ド・九州

について説明します。まず、昨年１０月に開催

された２０２３大会（第１回大会）についてで

す。当初の大分ステージの想定では約２万人の

観客見込みでしたが、大会事務局の発表では観

客は約２万７千人で、約９億５千万円の経済効

果があったと報告されました。県の予算の約８，

３００万円と比較しても、充分効果のあった大

会になったと考えています。 

 次に、今年度の２０２４大会（第２回大会）

についてです。３月１８日に大会事務局からメ

インスポンサー及び各ステージ等について発表

があり、大分ステージは１０月１２日土曜日の

ステージレース１日目で、別府のＡＰＵ――立

命館アジア太平洋大学をスタートし、ゴールは

第１回大会と同様の日田市街地と、別府市、由

布市、九重町、日田市を結ぶコースとなってい

ます。四つの市町それぞれで賑わいを創出でき

るよう、しっかり準備を行っていきたいと思っ

ています。 

 最後に、２０２５大会（第３回大会）につい

てです。経済効果も大きく、地域の活性化やサ

イクルスポーツの振興に充分につながる大会で

あり、積極的に参加を希望する市町村もあるこ

とから、第３回大会についても引き続き本県で

の開催に向け、大会事務局に申請しています。

なお、具体的な日程等詳細については今後大会

事務局等と協議し、今年の１０月頃に決定する

見込みです。 

幸野交通政策企画課長 資料５９ページを御覧

ください。 

 大分空港海上アクセスの整備について、これ

までの経緯も含めて、現在の準備の状況を中心

に報告します。まず、これまでの取組を時系列

でまとめたものですが、主なものを説明します。 

 平成３０年度から大分空港アクセスの改善に

向けた調査を開始して、令和２年３月にホーバ
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ークラフトを導入する方針を発表しました。そ

の後、運航事業者を第一交通産業株式会社に決

定して、令和２年１１月に基本協定を締結して

います。 

 中ほどの左を御覧ください。基本協定の中で

は、いわゆる上下分離方式を採用してインフラ

は大分県が整備し、船舶の運航は第一交通産業

が担うこととしています。その右側を御覧くだ

さい。本県が整備に要した事業費ですが、まだ

決算前の状況ですが船舶購入費、発着施設整備

費など合計で１１１．７億円となりました。資

材高騰分や国の交付金等を除いた県の実負担額

は８０．１億円と試算しており、当初想定して

いた８５億円以内となっています。 

 下の段を御覧ください。秋就航に向けた取組

です。左側を大分県、右側を運航事業者として

います。大分県としては基本協定に基づき、船

舶の３隻を調達しました。１隻当たりの定員は

８０人で、最高速力は時速約８３キロメートル

です。船内には車椅子スペースやバリアフリー

客席を備えています。また、発着地の整備とし

ては西大分側にカフェ、物販スペースを併設し

たターミナルの上屋や艇庫、駐車場などを整備

するとともに、空港側には上屋に加え航走路等

の整備も行いました。規程については、ホーバ

ーターミナルの設置及び管理に関する条例の制

定について、昨年の第４回定例会で議決をいた

だいています。 

 右側の運航体制の整備についてです。運航体

制の整備については、運航事業者が実施してい

ます。県からは船舶の貸与、艇庫や航走路等の

使用許可を受け、使用管理を行っています。ま

た操縦士、整備士の育成にも取り組んでおり、

操縦士については、法定訓練の４０時間に加え、

独自に１００時間の訓練を実施するとともに、

旧ホーバーフェリーの操縦経験者を採用してい

ます。また、整備士についても船舶を建造した

グリフォン社による実地訓練を実施し、整備資

格を取得するなど安全な航行開始に向けた訓練

を積み重ねています。 

 運賃・運航ダイヤ等については現在、運航事

業者が運航計画案を検討中であり、決定され次

第発表される予定です。こうした安全運航体制

を整備した上で、国に対して定期航路事業の許

可を申請する予定です。今年秋の就航に向けて

利用者の安全確保を第一に考え、着実に準備を

進めていきます。 

嶋委員長 ただいまの報告について、まず委員

の皆様から質疑などはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 委員外議員の方は、よろしいですか。 

堤委員外議員 一つだけ。さきほどの話じゃな

いけど３回目でしょう。２回目のものが結構大

きくて、今回はちょっとということだけど。

我々がホーバーの話を県民とすると、大丈夫か

と相手から必ず声が出てくる。つまり、それだ

け期待を持っている方もおられる。しかし、こ

れだけの事故が立て続けに起きるということは、

本当にホーバーの安全性はどうなのかと疑義を

持たざる得なくなってくるわけです。 

 １２億円でしょう。１２億円をやはり大切に

使わないと、絶対事故を起こしたらいかんのよ、

訓練中であろうと何であろうとね。そういう気

持ちが第一交通産業株式会社にあるのかどうか、

確認したことがありますか。県民の中に非常に

怒りがわいているよ。 

幸野交通政策企画課長 今回の接触に関して、

運航事業者は直ちに事故を検証し、船体を確認

して、船体の異常あるいは訓練への影響、秋の

就航に向けた影響をそれぞれ検討して、真摯に

受け止めています。 

 幸いにも船体に異常がなく、操縦訓練にも影

響はないので、秋の就航にも影響はないとのこ

とでしたが、こうしたことが起こらないように

運航事業者と共にしっかり取り組んでいきたい

と考えています。（「はい、いいです」と言う

者あり） 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 ほかに質疑もないので、これで諸般

の報告を終わります。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 別にないので、これをもって企画振
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興部関係を終わります。 

 執行部の皆さんは、お疲れ様でした。 

 ここで暫時休憩します。再開は１０分後の午

後２時５０分とします。よろしくお願いします。 

午後２時４０分休憩 

―――――――――― 

午後２時４６分再開 

嶋委員長 再開は２時５０分の予定でしたが、

皆さんお揃いなので再開します。 

 これより会計管理局、議会事務局、人事委員

会事務局及び監査委員事務局関係の説明に入り

ます。 

 説明に入る前に、本日は初めての委員会でも

あるので、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔嶋委員長挨拶〕 

嶋委員長 それでは、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

嶋委員長 なお本日は、委員外議員として澤田

議員、堤議員に出席いただいています。 

 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の秋本君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の江川君です。（起立挨拶） 

 続いて、執行部の自己紹介をお願いします。 

  〔河野監査委員事務局長が代表して挨拶〕 

  〔会計管理局から順に幹部職員自己紹介〕 

嶋委員長 それでは会計管理局から順次、令和

６年度の行政組織及び重点事業等について説明

願います。 

 なお説明及び答弁は、私から指名を受けた後、

簡潔明瞭にお願いします。また、質疑は四つの

局の説明終了後に一括して行います。 

馬場会計管理者兼会計管理局長 会計管理局の

組織及び予算概要等について説明します。タブ

レットの総務企画委員会資料の２ページを御覧

ください｡ 

 会計管理局は会計課、審査・指導室、用度管

財課の２課１室で構成されており、職員数は６

６人です。 

 ３ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務ですが、会計課の主な業務は

（１）会計管理局にかかる行政の総合企画及び

連絡調整、（１２）現金及び有価証券の出納及

び保管、（１７）決算の調製、（１８）国費の

歳入歳出の決定及び決算等です。 

 その下、審査・指導室の主な業務は（１）支

出負担行為の確認、（２）支出命令の審査、（ 

５）契約事務に係る指導及び助言、（６）と（ 

７）の財務会計システム、財務総合システムに

関すること等です。 

 次の４ページをお願いします。 

 用度管財課の主な業務は（１）物品の取得、

貸付け、修理及び処分、（４）集中調達品の調

達及び用品の単価契約、（９）庁用自動車等の

管理、（１２）と（１３）の県庁舎等の管理等

です。 

 次に、その下の３重点事業です。１点目は財

務総合システムの構築と運用。２点目は市町村

と共同運用する入札関連システムの運用です。

３点目は会計事務の適正執行と会計職員等の資

質向上となっています。 

 次の５ページを御覧ください。 

 ４予算ですが、会計管理局予算の総括表の左

から３列目、６年度予算額（Ａ）の一番下、合

計欄を御覧ください。合計欄のうち人件費が４

億６，６６２万１千円、その下の事業費が８億

２，３３９万４千円、計１２億９，００１万５

千円です。 

 歳出のうち、主なものについて説明します。

１ページ飛ばして７ページを御覧ください。 

 事業名欄の２番目、財務会計システム更新事

業費の６年度当初予算額は１億６，９６７万２

千円で、内容は財務総合システムの開発業務委

託料です。現行の財務会計システムのサポート

が令和６年度末に終了することから、４年度か

ら６年度にかけて財務総合システムの構築を行

っており、開発の終了した予算編成や財務会計

といった機能は既に稼働しています。 

 ６年度は県有財産管理や決算統計等の機能開

発を行うこととしています。開発にあたっては、

大分県行財政改革推進計画に基づき、業務を抜

本的に見直し、会計事務を電子化することで業

務の効率化を図っていきます。 

 １ページ飛ばして、９ページを御覧ください。 
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 事業名欄の１番目、会計管理費の６年度当初

予算額は２億５６９万７千円です。内容は物品

の調達及び管理指導等に要する経費、並びに本

庁集中管理車等の維持管理や導入等に要する経

費です。 

 次の１０ページを御覧ください。 

 事業名欄一番上、県庁舎管理費の６年度当初

予算額は３億４５０万円で、内容は県庁舎本館

及び新館の清掃委託料や光熱水費などの経費な

どです。 

小石議会事務局長 議会事務局関係について説

明します。右下の青い通知をタッチして、資料

２ページを御覧ください。 

 まず１の組織です。議会事務局は総務課、議

事課、政策調査課の３課６班で職員数は３０人

です。 

 ３ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務です。総務課は（３）議員の報

酬及び費用弁償、（４）各会派代表者会に関す

ること等を担当しています。議事課は、（１）

本会議、（３）常任委員会に関すること等を担

当しています。 

 ４ページを御覧ください。 

 政策調査課は（２）議会の審議に必要な調査、

（７）広報に関すること等を担当しています。 

 次に、３の重点事業です。今年度の重点事業

はデジタル化等の推進です。開かれた県議会を

推進するため、議場のデジタル化やユニバーサ

ル対応を行うものです。詳しくは、５ページの

議場システム等改修事業を御覧ください。 

 資料右上の現状と課題に記載のとおり、現在

議場システムのカメラやマイクに不具合がたび

たび発生しています。また、デジタル化やユニ

バーサルデザインへの対応など、課題にも取り

組む必要があります。そこで、資料中段左側の

老朽化した現行システムの更新に記載のとおり、

議場システムの更新や議場の整備として配管改

修なども行います。特に、デジタル化やユニバ

ーサル化の対応として、資料中段右側にあると

おり、演壇及びその周辺の床の段差解消や議長

席背面への大型モニターの設置、傍聴席のモニ

ターへの自動字幕システムの導入に取り組みま

す。今後のスケジュールについては、資料の下

段のとおり令和７年第１回定例会からの運用を

目指します。 

 次の６ページを御覧ください。 

 ４の令和６年度予算概要について説明します。

当初予算の総額は、表の左下合計欄にあるよう

に１１億７，４０８万６千円です。 

 ７ページを御覧ください。 

 第１目議会費です。表の左下にあるように８

億７，９８３万８千円です。その内訳として、

事業名欄一番上の議員報酬手当等６億２，７３

２万９千円は、期末手当を含む議員報酬です。

次に、議会運営費９，５４９万９千円は表右側

の事業概要欄にあるように、タブレット端末通

信料などの議会デジタル化関連費用や議会広報

にかかる経費です。その下、政務活動費交付金

１億５，４８０万円は、各会派に交付するもの

です。一番下の県議会政策機能強化事業費２２

１万円は、政策検討協議会等に要する経費です。 

 ８ページを御覧ください。 

 第２目事務局費です。表の左下にあるように

２億９，４２４万８千円です。その内訳として、

事業名欄の給与費２億４，６４４万１千円は、

事務局職員３０人分の給与です。その下、事務

局運営費４，７８０万７千円は、事業概要欄に

あるように、議会史の発行にかかる経費や会計

年度任用職員の報酬等です。 

倉原人事委員会事務局長 人事委員会事務局関

係について説明します。お手元のタブレットの

２ページを御覧ください。 

 まず１の組織ですが、（１）人事委員会委員

は３名の非常勤委員で構成されています。（２）

事務局は事務局長、公務員課長の下に試験・審

査班、任用給与班の２班体制で、職員数は１６

人です。 

 ３ページを御覧ください。 

 ２の所掌事務ですが、まず試験・審査班の主

なものは（１１）の事務局の予算、決算及び会

計に関すること、（１８）の採用試験及び身体

障がい者を対象とした職員採用選考に関するこ

と、（２５）の職員に対する不利益処分につい

ての審査請求に関すること等です。 
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 ４ページを御覧ください。 

 任用給与班の主なものは（１）の任用に関す

る基準その他必要な事項を定めること、（１３ 

）の給与、勤務時間その他勤務条件の調査、研

究に関すること等です。 

 ３の重点事業等はありませんが、学生数の減

少、民間企業の採用活動の活発化や早期化等に

より、採用試験の受験者が減少していることか

ら、令和２年度に開始した先行実施枠の拡大や

受験者の希望する日時、会場で受験できるテス

トセンター方式の導入など試験制度の見直し、

募集活動の強化等により、優秀な人材確保に取

り組んでいます。 

 次の５ページを御覧ください。 

 ４の予算概要ですが、事務局の予算総額は表

の左から三つ目、予算額欄一番下の合計欄のと

おり１億６，２５０万１千円となっています。 

 ６ページを御覧ください。 

 予算の内訳ですが、右上の目名にある委員会

費は、委員３人分の報酬や委員会の運営に要す

る経費などで、予算額は７５７万９千円となっ

ています。 

 ７ページを御覧ください。 

 右上の目名にある事務局費は、事務局職員の

給与費、職員採用に係る募集活動や試験の実施、

給与勧告及び公平審査関係の経費など、予算額

は１億５，４９２万２千円となっています。 

河野監査委員事務局長 監査委員事務局関係に

ついて説明します。タブレットの監査委員事務

局の総務企画委員会資料２ページをお開き願い

ます。 

 １組織の（１）監査委員は４名であり、その

内訳は表の左から２列目のとおり、財務管理等

に関する識見を有する識見委員２名と県議会議

員のうちから選任された議選委員２名となって

います。なお、代表監査委員は地方自治法の規

定により識見委員の中から選任されることとな

っており、常勤の長谷尾監査委員が務めていま

す。その下の（２）事務局は、第一課及び第二

課の２課４班体制で職員数は２１人です。 

 次の３ページをお開き願います。 

 ２の分掌事務です。第一課の総務・財援監査

班の主な事務は（１０）の公営企業会計の決算

審査及び例月出納検査、（１１）の財政的援助

団体等の監査です。行政監査班は（１）の行政

監査及び（３）の住民等の請求による監査です。

第二課は、財務監査第一班と次のページの財務

監査第二班とで（１）の定期監査、臨時監査を

実施しています。これに加えて、財務監査第一

班は（２）の内部統制評価報告書審査、財務監

査第二班は（３）の一般会計及び特別会計の決

算審査が主な事務です。 

 ３重点事業には記載していませんが、法令及

び大分県監査委員監査基準等に基づき、合規性

や正確性はもとより、経済性や有効性等の観点

にも着目して効果的な監査等に取り組んでいき

ます。 

 次の５ページをお開き願います。 

 ４予算について説明します。事務局の予算総

額は、表左下の合計欄にあるとおり２億３９万

１千円です。その内訳については、次の６ペー

ジをお開き願います。 

 委員費の内訳です。一番右の列の事業概要欄

を御覧ください。監査委員４人分の人件費や監

査に要する旅費等で、予算額は表の左下にある

とおり１，９８２万５千円です。 

 次の７ページをお開き願います。 

 事務局費です。一番右の列の事業概要欄に記

載しているとおり、事務局職員の人件費や監査

に要する旅費、需用費等です。予算額は表の左

下にあるとおり１億８，０５６万６千円です。 

嶋委員長 以上で説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。まず委員の皆様か

ら、質疑や御意見などはありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 委員外議員の方は、質疑などはあり

ませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 別に質疑もないので、これをもって

令和６年度の行政組織及び重点事業等を終わり

ます。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 別にないので、これをもって各局関
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係を終わります。 

  執行部の皆さんはお疲れ様でした。ここで執

行部が入れ替わります。 

 

〔各局退室、総務部入室〕 

 

嶋委員長 これより、総務部関係の説明に入り

ます。 

 説明に入る前に、本日は初めての委員会でも

あるので、まず私から御挨拶を申し上げます。 

  〔嶋委員長挨拶〕 

嶋委員長 それでは、委員の皆さんの自己紹介

をお願いします。 

  〔委員自己紹介〕 

嶋委員長 なお本日は、委員外議員として澤田

議員、堤議員に出席いただいています。 

 次に、事務局職員を紹介します。 

議事課の秋本君です。（起立挨拶） 

 政策調査課の江川君です。（起立挨拶） 

 続いて、執行部の自己紹介をお願いします。 

  〔渡辺総務部長挨拶〕 

  〔幹部職員自己紹介〕 

嶋委員長 それでは、総務部関係の令和６年度

の行政組織及び重点事業等について説明願いま

す。 

 なお説明及び答弁は、私から指名を受けた後、

簡潔明瞭にお願いします。 

渡辺総務部長 総務部の組織、予算について説

明します。 

 まず私が総括的事項について説明した後、各

所属長から、それぞれの組織や分掌事務、重点

事業等について説明します。総務企画委員会資

料２ページをお開きください。 

 総務部の組織ですが、本庁は知事室や行政企

画課など１２所属、地方機関は振興局や県税事

務所、公文書館があり、職員数は９５５人とな

っています。本年度、電子自治体推進室を課へ

と改組するとともに、新たに学事・私学振興課

を設置しています。 

 次の３ページを御覧ください。 

 令和６年度の総務部の予算概要について説明

します。３月の第１回定例会で御審議いただい

た総務部の令和６年度一般会計予算の総額は、

上の表の左から２列目の予算額（Ａ）欄、上か

ら３行目の計にあるように１，７２８億７，６

０２万４千円です。これを令和５年度７月現計

予算額と比較すると、右から２列目の前年度対

比（Ａ）－（Ｂ）欄にあるように８億８１万３

千円、率にして０．５％の減となります。これ

は、原油輸入量の減少や原油、液化天然ガスの

価格の下落等により、地方消費税が減収となる

ことに伴って、地方消費税清算金が減となるこ

となどによるものです。 

 次の４ページを御覧ください。  

 さきほど説明した予算に、新設した学事・私

学振興課の予算を加えた総務部の一般会計の予

算総額を説明します。上の表の左から２列目の

予算額（Ａ）欄、上から３行目の計にあるよう

に８４億円余り増加し１，８１３億６，５３４

万８千円となっています。 

 以上で私からの説明を終わります。以降、各

所属長から説明します。 

足立知事室長 知事室です。総務企画委員会資

料の５ページをお開きください。 

 まず１の組織ですが、知事室は総務班、知事

補佐班の二つの班で構成されており、職員数は

９人となっています。 

 ２の分掌事務ですが（１）知事及び副知事の

秘書業務に関すること、（５）叙位、叙勲及び

褒章に関すること、（６）表彰に関することな

どを担当しています。 

 次の６ページをお開きください。 

 令和６年度当初予算ですが、予算総額は左下

に記載しているとおり１億７，８８９万３千円

です。 

  次の７ページをお開きください。 

 予算の内容については、まず一番上の特別職

を含む職員の給与費、その下の秘書用務等に要

する経費である秘書事務費、一番下３番目の知

事表彰、県民表彰等表彰に要する経費である表

彰事務費となっています。 

山本行政企画課長 行政企画課です。総務企画

委員会資料の８ページをお開きください。 

 １の組織についてですが総務企画班、行政企
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画班及び組織管理班の三つの班で構成されてお

り、職員数は１８人となっています。 

 次に、２の分掌事務についてです。主なもの

として（１）組織及び権限に関すること、（２）

事務の管理改善に関すること、（３）行財政改

革の推進に関することなどを担当しています。 

 次に３の重点事業について、まず１点目は行

財政改革推進計画の着実な実行と新たな行財政

改革計画の策定です。令和２年３月に策定した

大分県行財政改革推進計画に基づき、県政運営

を支える行財政基盤の強化を図るとともに、革

新的な先端技術も積極的に活用し、次世代型ス

マート県庁の実現に向けた取組を着実に進めて

いきます。また、現在策定中の新長期総合計画

を支える持続可能な行財政基盤を構築するとと

もに、先端技術の力を活用し、国とともにデジ

タル社会への変革を目指す取組を加速させるた

め、令和６年度から１０年度までを計画期間と

する新たな行財政改革計画を策定しています。

この計画では、県民目線に立ったＤＸの推進を

前面に掲げ、県民からの相談・申請から内部事

務に至るまで、一連の行政手続が全てデジタル

で完結する行政ＤＸの加速に加え、福祉保健や

防災、教育など公共性の高い分野のＤＸも推進

し、業務の効率化と高度化を図っていきます。 

 ２点目は、効果的な内部統制の推進です。令

和５年第３回定例会で報告したとおり、制度自

体は有効に整備、運用されているものの、再発

を防止すべき不適切事案が確認されており、所

属全体のチェック体制の構築が重要であると考

えています。なお、令和５年度の定期監査にお

いては指摘、注意事項が増加していることから

その必要性を改めて認識しました。そのため、

内部統制制度の研修において副任や班総括、所

属長による確認、指導の重要性を改めて周知す

るなど、所属全体のチェック機能が効果的に働

くよう推進していきます。 

 次に、歳出予算について説明します。次の９

ページをお開きください。 

 ３月の第１回定例会で審議いただいた行政企

画課の歳出予算額は、左下の合計にあるように

６６億８，７０３万９千円でした。 

 次の１０ページを御覧ください。 

 さきほど説明した予算から、今回の組織改正

で課に改組した電子自治体推進室の予算を減じ

た、令和６年度の行政企画課の歳出予算額を説

明します。表の左下の合計にあるとおり１６億

５，９２０万５千円減少し５０億２，７８３万

４千円となります。このうち上から２番目の財

産管理費１３億９，２４６万６千円及び上から

５番目の営繕費３０億円については、この後に

県有財産経営室から説明するので、私からはそ

の他の主なものを説明します。 

 次の１１ページをお開きください。 

 一般管理費についてです。左端の事業名欄の

上から３段目、外部監査費１，３９６万２千円

は包括外部監査の実施に要する経費です。 

 その二つ下、指定管理施設利用者サービス向

上推進事業費３５０万円は、指定管理施設にお

ける利用者サービスの向上や自然災害等の緊急

事案への対応に要する経費です。 

渡辺県有財産経営室長 県有財産経営室です。

委員会資料の１２ページをお開きください。 

 １の組織についてですが、利活用推進班と公

共施設総合管理班の二つの班で構成されており、

職員数は９人となっています。 

 次に、２の分掌事務についてです。主なもの

としては（１）県有財産の経営及び総括管理に

関すること、（２）県有財産の有効利活用に関

すること、（９）公共施設等の計画的管理・長

寿命化の推進に関することなどを担当していま

す。 

 次に、３の重点事業については二つです。一

つは、令和２年３月に策定した県有財産売却等

推進計画に沿って、着実に未利用県有財産の利

活用と収入確保を図っていきます。もう一つは、

大分県公共施設等総合管理指針に基づき、県有

建築物や公共インフラ施設の長寿命化対策を推

進していきます。 

 次に令和６年度当初予算ですが、総務企画委

員会資料の１３ページをお開きください。 

 主なものとしては、まず事業名欄の２番目、

県有財産総合経営推進事業費９億４，７２２万

４千円は、未利用となった県有財産を売却する
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前の測量などの経費及び別府総合庁舎建替に係

る庁舎建設に要する経費などです。 

 次の１４ページをお開きください。 

 県有建築物保全事業費３０億円は、県有建築

物を長期にわたり安全・安心な状態で活用する

とともに、老朽化に伴う財政負担を縮減・平準

化するため、施設改修を一元的に管理し、計画

的な保全工事を行うものです。今年度予定して

いる主なものは、宇佐総合庁舎や竹田総合庁舎

の大規模改修工事などになります。 

木口電子自治体推進課長 電子自治体推進課に

ついて説明します。資料１５ページをお開きく

ださい。 

 １の組織ですが、本年度からデジタル行革の

推進、市町村行政ＤＸ推進を支援するため、電

子自治体推進室を電子自治体推進課とする組織

改正を行っています。これに伴い、電子自治体

推進班を行政ＤＸ推進班に変更しており、課の

職員数は２３人となっています。 

 次に、２の分掌事務についてです。主なもの

として（１）行政（県及び市町村）のデジタル

化の推進に係る総合企画及び連絡調整に関する

こと、（２）行政に係る情報ネットワークの構

築及び運用に関すること、（５）業務システム

の開発及び維持管理に関することなどを担当し

ています。 

 次に重点事業です。１７ページを御覧くださ

い。 

 １点目のＩＣＴを活用した業務の効率化につ

いては、今後の人口減少社会を見据え、限られ

た人員体制で行政サービスの維持・向上を図る

ため、これまで導入してきたノーコード・ロー

コードツール、いわゆるキントーンやＷｅｂ会

議システムなどのＩＣＴツールを活用した業務

改善の取組を徹底していきます。 

 １８ページを御覧ください。 

 ２点目の行政手続の電子化についてです。県

では、令和元年度に策定した大分県行財政改革

推進計画に基づき、令和６年度までの行政手続

１００％電子化に取り組んでいます。全３，３

４３手続のうち、令和５年度までに２，８００

手続、約８４％について電子化を完了していま

す。 

 １９ページを御覧ください。 

 ３点目の公金収納のキャッシュレス対応です。

県民の利便性向上のため、令和６年度までに県

の手数料等の納付をキャッシュレスで行えるよ

うに進めています。 

 ２０ページを御覧ください。 

 ４点目の市町村行政のＤＸの推進です。令和

５年５月に県と県内１８市町村の副市町村長で

構成する推進会議を設置し、市町村の行政ＤＸ

の推進について議論を進めており、令和６年２

月時点で、三つの取組の共同目標を設定してい

ます。具体的には国保、高齢者医療、子育て支

援、上下水道などの２２事務について、おおむ

ね令和７年度までに電子化することを目指すと

ともに、公金収納のキャッシュレス対応や公共

施設のオンライン予約対応について、令和７年

度までに開始することを目指します。これらの

取組を推進するため、県は、これまでの取組の

ノウハウを生かし、市町村に電子申請フォーム

等の提供を行うほか、小規模団体がデジタル化

を進めるために必要な外部人材確保への支援等

を行います。 

 ５点目のマイナンバーカードの取得促進では、

引続き市町村と連携して未取得者の取得促進を

進めていきます。 

 次に、歳出予算について説明します。資料２

１ページを御覧ください。 

 ３月の第１回定例会の委員会で審査いただい

た行政企画課の歳出予算額ですが、左下の合計

にあるように６６億８，７０３万９千円です。

当課の前身である電子自治体推進室の予算は、

この中に含まれています。 

 次の２２ページを御覧ください。 

 今年度の組織改正により電子自治体推進課が

新設され、行政企画課から事業が移管されまし

た。移管の結果、令和６年度に当課で所管して

いる歳出予算額は１６億５，９２０万５千円で

す。このうち主なものを説明します。次の２３

ページを御覧ください。 

 太枠の行政手続電子化推進事業費１，８７５

万４千円は、電子申請システムの運用等を行う
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ものです。また、同じ太枠内の行政ＤＸ推進事

業費３，０２３万６千円は、市町村行政のＤＸ

を推進するとともに、行政ＤＸの担い手となる

職員の育成を行うものです。 

 次の２４ページを御覧ください。 

 太枠のＩＣＴ活用業務効率化推進事業費２，

０５１万３千円は、業務効率化のためノーコー

ド・ローコードツールやＷｅｂ会議システムな

どのＩＣＴツールを活用するとともに、今年度

から新たに生成ＡＩの検証を行うものです。 

佐藤県政情報課長 県政情報課です。委員会資

料の２５ページをお開きください。 

 １の組織についてですが、文書班及び情報公

開班の二つの班で構成されており、職員数は１

３人となっています。また、地方機関として公

文書館があり、職員数は５人です。 

 次に、２の分掌事務についてです。主なもの

としては（２）文書事務の指導及び改善に関す

ること、（３）公文書の収受及び発送に関する

こと、（７）情報公開の公文書公開に係る事務

の総括に関すること及び（８）の個人情報の保

護に関する事務の総括に関することなどです。 

 ３の重点事業については、適正な文書管理事

務に関して、職員に対する研修を実施するとと

もに、行政手続のデジタル化等に資する電子文

書を主体とした管理制度の運用に取り組んでい

きます。また、情報公開・個人情報保護制度の

円滑な運用を実施していきます。 

 次に令和６年度当初予算ですが、次の２６ペ

ージをお開きください。 

 県政情報課の予算額は、法務室を含んだ総額

で、表の左側一番下の合計額３億５，９３６万

円５千円です。 

 次の２７ページをお開きください。 

 歳出予算の主なものとしては、事業名欄一番

上の文書収発・浄書集中管理費７，６８５万１

千円は、集中管理による文書の発送・印刷等に

要する経費です。２番目の法制事務費３，４１

８万９千円は、県報発行等に要する経費です。 

 次の２８ページに移って、一番上の公文書館

運営費４，０２４万５千円は、歴史資料として

重要な公文書等を収集、整理し、県民等の利用

に供する公文書館の運営費です。 

岩下法務室長 法務室です。委員会資料２９ペ

ージをお開きください。 

  まず１の組織ですが、法務室には室長以下８

人の職員が配置されています。 

 次に２の分掌事務ですが、主なものとしては

（１）法制審議に関すること。具体的には、条

例等の予算外議案や県規則及び訓令などの事前

審査を行うとともに、（４）公益法人等に関す

る事務の連絡調整に関すること、（６）大分県

行政不服審査会に関すること、（７）訴訟の処

理に関する事務の連絡調整に関することを所掌

しています。 

 歳出予算については、法務室は県政情報課の

課内室として、県政情報課において一元的に執

行・管理されています。 

三浦人事課長 人事課です。委員会資料の３０

ぺージをお開きください。 

 まず１の組織についてです。人事課は総務・

厚生班、人事班、人材育成班、人事制度班、給

与・調整班、健康支援班、地方職員共済組合業

務従事の６班１業務従事の３２人体制です。ま

た、大分県職員互助会及び大分県自治人材育成

センターに業務援助を行っています。 

 次の３１ページを御覧ください。 

 ２の分掌事務についてです。主なものは（１ 

）職員の定数、任免、分限、懲戒、服務その他

の人事に関すること、（２）職員の給与、勤務

時間その他の勤務条件に関すること、（６）職

員の研修に関すること、（７）職員の保健及び

元気回復に関することなどです。 

 次に３の重点事業、大分県職員の確保対策に

ついてです。就職市場における売り手優位の状

況が続き、官民問わず人手不足が顕著な中、優

秀な人材の確保に向けた取組が急務となってい

ます。そのため、試験日程を従来よりも早めた

先行実施枠の創設や全国のテストセンター会場

で受験できる方式の導入など､民間志望者や県

外在住者の積極的な取込みを図っています。さ

らに、若手職員が出身大学を訪問して学生と顔

が見える関係を作る、きめ細かなリクルート活

動のほか、高校生向けのキャリア教育にも一層
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力を入れていきます。あわせて、テレワークや

時差通勤、子育て支援制度の充実などライフス

タイルに応じた多様で柔軟な働き方ができる環

境整備も進めています。こうした取組を通じ、

大分県の将来を支える優秀な人材を確保・育成

し、県政のさらなる発展と県民サービスの向上

につなげていきます。 

 次に、歳出予算について説明します。３２ペ

ージをお開きください。 

 人事課の歳出予算額は、左下の合計欄にある

とおり５１億２，８２４万５千円です。このう

ち、主なものを説明します。 

 次の３３ページをお開きください。 

 左下の目計欄にあるとおり給与費の４７億３，

５２９万４千円は、人事課職員４０人分の給与

に加えて、全庁分の退職手当等を計上している

ものです。 

 次の３４ページをお開きください。 

 事業名欄の上から三つ目、政策県庁を担う人

材確保・育成推進事業費４８４万５千円は、安

心・元気・未来創造の大分県づくりに向け、政

策県庁を担う人材の育成や将来の県庁を支える

優秀な人材の確保を推進する事業です。具体的

には、技術系職種の仕事のやりがいや働きやす

さを実践的な体験を通じて伝えるため、大学生

を長期休暇中に会計年度任用職員として３週間

程度雇用する有給インターンシップに取り組み

ます。そのほか、多忙なゼミの活動でアプロー

チが難しい理系学生について、ゼミが始まる前

の１年生及び２年生を対象に交流会を開催し、

インターンシップの受け入れにつなげていきま

す。将来の大分県庁を支える優秀な人材の確保

に向け、県としてもしっかりと取り組んでいき

ます。 

小野財政課長 財政課です。資料３５ページを

お願いします。 

 まず１の組織ですが、財政課は総務企画班と

五つの予算班で構成されており、職員数は２４

人です。 

 ２の分掌事務としては、県議会に関すること

並びに予算の調製、地方交付税、県債など県財

政に関することを担当しています。 

 次の３６ページをお願いします。 

 一般会計歳入予算全般について説明します。

本年度の当初予算の総額は、表の左から２列目

の一番下、合計欄にあるとおり６，８９８億８

００万円で、その隣の５年度７月補正後予算額

と比較すると３４８億３００万円の減額、率に

するとマイナス４．８％となっています｡これ

は主に新型コロナ関連経費の減少に伴うもので

す。 

 歳入予算の内訳のうち、第１款県税から第３

款地方譲与税までは、この後に税務課長から説

明するので、私からはその他の項目のうち、主

なものを説明します。 

 まず、第４款地方特例交付金は３０億７千万

円と、前年度に比べ約２３億円の増となってい

ます。これは個人県税における定額減税の影響

額について全額国費により補填するため、新た

に減収補填特例交付金が設けられたことなどに

よるものとなっています。 

 その下、第５款地方交付税は１，８２６億円

と、原資となる国税法定率分の増などにより７

億円の増、また地方交付税の振り替わりである

臨時財政対策債は、表の下から２行目に記載し

ていますが、財源不足額が税収増により縮小す

ることから、前年度より２２億３千万円減の１

０億８，８００万円を見込んでいます。 

 これらが、県税等とともに一般財源を構成す

る主な歳入項目となっていますが、予算編成に

おいて、特定財源である国庫支出金などを含ん

だ歳入を適切に見積もるとともに、歳出を精査

した上で、なお不足する財源については第１２

款繰入金の１行下に記載している財政調整用基

金繰入金で補っています。本年度は前年度と同

額の７５億円を取り崩すこととしています。 

 次に、４の重点事業です。当課の重点の取組

は、長期総合計画の目標実現を支える安定的で

持続可能な財政基盤の構築です。現時点では、

行財政改革推進計画上の目標を達成できる見込

みですが、引き続き財政調整用基金残高の確保

や県債残高の適正管理に努めていきたいと考え

ています。 

 続いて、財政課の歳出予算について説明しま



- 25 - 

す。３７ページを御覧ください。 

 財政課の歳出予算額は、左下にあるとおり８

１４億１，７１７万８千円であり、その大部分

は、県債の償還のための経費である公債費が占

めています。このうち主なものを説明します。 

 次の３８ページをお開きください。 

 公債費のうち、ここは元金を記載しています。

事業名欄一番上、公債管理特別会計繰出金６５

９億８，８２２万３千円は、県債の償還を別会

計で一元的に行うため、通常債分の元金相当額

を一般会計から特別会計に繰り出すものであり、

国土強靭化債の償還増などにより、前年度と比

べて約７億円の増となっています。 

 その下、減債基金積立金８７億４，５００万

円は、通算３０年で償還する全国型市場公募債

の満期一括償還に備えて発行済み額の３．３％

相当を、毎年度積み立てているものです。 

 次の３９ページを御覧ください。 

 こちらは公債費のうち利子分であり、事業名

欄の上から二つ目、公債管理特別会計繰出金５

７億１，４１６万９千円は、さきほどの元金と

同様、通常債分の利子相当額を特別会計に繰り

出すものです。借入金利の上昇等を見込んでお

り、前年度に比べて約５億円の増としています。 

岩男税務課長 税務課です。委員会資料の４０

ページをお開きください。 

 １の組織についてですが、本庁税務課は企画

管理班、課税班、税務電算班の三つの班で構成

されており、職員数は１９人となっています。

また地方機関は、四つの県税事務所で職員数は

１６６人、合計で１８５人となっています。 

 次の４１ページをお願いします。 

 ２の分掌事務については（１）の県税及び県

税に係る徴収金の賦課徴収に関することが主な

ものです。 

 続いて４２ページをお開きください。 

 ３の県税等歳入予算について説明します。表

の中ほど、県税計の本年度予算額は総額で１，

３７５億円を計上しており、前年度予算と比較

すると３億円、率にして０．２％の増を見込ん

でいます。これは、国の経済対策による定額減

税の実施により個人県民税が減収となる一方で、

企業業績の改善に伴い法人二税が増収すること

等が主な要因です。表の下から２行目、地方譲

与税計の予算額は、総額で２３２億５，３００

万円を計上しており、前年度予算と比較すると

１０億３，１００万円の増を見込んでいます。

これは、特別法人事業譲与税が企業業績の改善

等に伴い１０億２，２００万円増加することな

どによるものです。その下の地方消費税清算金

については５８０億１，８００万円を計上して

おり、前年度予算と比較すると１億７，４００

万円の増を見込んでいます。これは、令和６年

度から清算基準の見直しにより、本県の配分割

合が増加することによるものです。 

 次に、４の重点事業について説明します。県

税の中でも特に収入未済額の大きい個人県民税

については、市町村が賦課徴収を行っているこ

とから、市町村と連携して徴収強化に取り組ん

でいます。具体的には県職員の派遣に加えて、

市町村間で徴収職員の相互併任を行い、市町村

同士で税の徴収に関し、互いに協力し合う仕組

みを導入しており、引き続き市町村における徴

収体制の強化や技術の向上を図りたいと考えて

います。 

 次に、歳出予算について説明します。４３ペ

ージをお願いします。 

 税務課の歳出予算額の合計は、左下の合計に

あるとおり７６５億７，３５５万８千円となっ

ています。主なものを説明します。４４ページ

をお願いします。 

 事業名欄の上から二つ目、県税徴収事務費で

す。右端の事業概要欄を御覧ください。上から

二つ目の二重マル、県民税徴収交付金１７億７

９９万９千円は、個人県民税を賦課徴収する市

町村に対し、徴収取扱費を交付するものです。

その二つ下の二重マル、自動車税徴収強化対策

事業費１，７８３万円は、自動車税種別割の賦

課徴収に要する経費です。 

 なお、令和５年度の自動車税の納期内納付率

は前年度から０．２２ポイント上昇し、８５．

１３％となりました。これは、スマートフォン

決済アプリＰａｙＰａｙ（ペイペイ）等をはじ

めとするキャッシュレス決済の利用が増加した



- 26 - 

ことなどが要因と考えています。今後も引き続

き、納期内納付率の一層の向上を図っていきた

いと考えています。 

今井市町村振興課長 市町村振興課です。資料

の４５ページをお願いします。 

 １の組織についてですが、当課は企画管理、

行政、選挙、財政、税政の５班で構成されてお

り、職員数は２８人です。また、地方機関につ

いては４６ページ以降に記載していますが、当

課で六つの振興局を所管しており、職員数は５

７３人です。 

 次に少し飛んで、５２ページをお願いします。 

 ２の分掌事務ですが、当課は（１）にある市

町村等に対する行政、財政及び税政に関する助

言、（３）の各種選挙の執行、（１４）の振興

局に係る人事及び予算などを所管しています。 

 ３の重点事業についてです。まず（１）の市

町村の行財政基盤確立のための支援です。人口

減少・少子高齢化が急速に進展する中、市町村

が財政の健全性を保ちながら、より効率的で持

続可能な行財政運営と、住民サービスの向上の

両立が図られるよう、決算状況や財政収支見通

し等を踏まえた適切な助言を行うとともに、水

道事業など市町村公営企業の経営改革促進に引

き続き取り組んでいきます。 

 次に、（２）の市町村の人材育成支援です。

地方分権が進展し、住民ニーズが高度化・多様

化する中で、職員の政策形成能力の一層の向上

が求められています。そこで、幅広いネットワ

ークの形成と、変わりゆくニーズに的確に対処

できる実務能力や政策企画力を持った市町村職

員の人材育成を支援していきます。 

 最後に（３）の市町村との連携です。複雑、

多様化する行政課題に対応するためには、県と

市町村が緊密に連携することが重要です。昨年

８月には、県全体で抱える重要課題に対して、

県と市町村が協働し、より効果的な施策展開を

図るため、知事と１８市町村長からなる新しい

おおいた共創会議を設置するなど、今後もあら

ゆる機会を捉えて市町村との対話を進め、さら

なる連携を深めていきます。 

 次に、歳出予算について説明します。５３ペ

ージをお開きください。 

 当課の歳出予算総額は、左下にあるとおり２

１億３，９１７万３千円で、この多くは当課及

び振興局の運営経費です。主な事業についてで

すが、５４ページをお願いします。 

 政策自治体を担う地方創生人材育成事業費３

１１万４千円です。この事業は、市町村実務研

修制度における政策研究や、おおいた徴収カレ

ッジ等の専門能力向上研修などにより、地方創

生を担う市町村職員の人材育成を支援するもの

です。 

木部学事・私学振興長 学事・私学振興課です。

委員会資料の５５ページをお開きください。 

 １の組織についてです。当課は令和６年度組

織改正により、総合教育会議を所管する総務部

に企画振興部と福祉保健部及び生活環境部で所

管していた大学と私立学校に関する業務を集約

して新設されました。班は企画・大学連携推進、

私学運営支援、私学助成の３班で構成され、職

員数は１２人です。また県立看護科学大学、県

立芸術文化短期大学への業務援助職員が１１人

います。 

 次に、２の分掌事務についてです。（１）の

総合教育会議に関すること、（２）の大学との

連携に関することのほか、（３）と（４）の各

公立大学法人に関すること、（５）の私立学校

並びに私立専修学校及び私立各種学校に関する

ことなどを所管しています。 

 次に、３の重点事業についてです。まず（１ 

）の大学等と企業や地域との連携についてです。

地域課題の解決や学生の県内定着を促進するた

め、産学官の連携組織である、おおいた地域連

携プラットフォームを通じて、県内大学等と企

業や地域が連携した取組を強化します。 

 次に、（２）の私学振興の充実についてです。

公教育の一翼を担う私立学校の教育条件の維持

向上、保護者負担の軽減、学校経営基盤の健全

性確保を図るため、運営費の一部を助成するな

ど、進学や就職、スポーツ・文化など各分野で

の特色ある私立学校づくりを支援します。 

 次に、（３）の私立高校生の修学支援制度に

ついてです。意欲ある生徒の教育を受ける機会
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を確保するため、国の修学支援制度をはじめと

した県独自の授業料支援制度も実施します。 

 次に、（４）の私立高等学校のＩＣＴ教育環

境の充実についてです。私立学校の特色をいか

したＩＣＴ教育環境の充実を図るため、一人一

台端末購入にかかる低所得世帯の負担軽減、電

子黒板などの周辺機器整備にかかる小・中・高

等学校に対する支援を行います。 

 最後に（５）の専修学校における実践的人材

育成支援についてです。県内就職の人材確保、

専修学校のさらなる質の向上のため、実践的な

職業教育の充実に取り組む専修学校に対し助成

を行います。 

 続いて歳出予算について、主なものを３点説

明します。５６ページをお開きください。 

 初めに、公立大学法人運営費交付金です。ま

ず５６ページには、県立看護科学大学分５億９，

９８７万７千円。５７ページには、県立芸術文

化短期大学分５億３，３０８万９千円の運営費

交付金を掲載しています。公立大学法人である

両大学の運営に要する経費として、年間所要額

から授業料等で賄えない額を交付するものです。 

 ５８ページをお開きください。 

 事業名欄の一番上、私学振興費３８億７，８

３３万６千円です。少子化の進行に伴い生徒数

が減少する中、私立学校においては特色ある教

育活動のさらなる充実が求められていることか

ら、私立学校の教育条件の向上と経営の健全性

確保等を図るため、県内の私立高等学校などを

設置する学校法人等に対し、経常的経費等の一

部を助成するものです。 

 ５９ページをお開きください。 

 事業名欄の上から２番目、私立高等学校授業

料減免支援事業費２億９，５９４万４千円です。

この事業は、国の授業料実質無償化の対象とな

らない年収約５９０万円以上９１０万円未満世

帯における私立高校生の保護者の経済的負担を

軽減するため、授業料減免を行う私立高校に対

し県独自で助成するものです。 

立脇総務事務センター所長 総務事務センター

です。資料６０ページをお開きください。 

 まず１の組織ですが、総務事務センターは総

務事務第一班、総務事務第二班の二つの班で組

織されており、職員数は１４人となっています。

このほかに、旅費計算や手当認定業務などのた

め、会計年度任用職員３７人を配置しています。 

 次に、２の分掌事務です。（１）から（５）

にあるように、主に給与の集中管理並びに旅費

計算・支給、各種手当の認定に関する事務など

を所掌しています。 

 次に、３の重点事業であるセンター業務の円

滑な運用についてです。総務事務センターは、

各所属からの届出を受け、職員の旅費計算及び

各種手当の認定並びに支給事務を一元的に行っ

ていますが、今後もこれらの総務系事務を正確、

迅速に行うことで各所属の職員を下支えし、事

務一元化によるメリットを発揮できるよう、引

き続き努めていきます。 

 続いて、歳出予算について説明します。６１

ページをお開きください。 

 総務事務センターの予算総額は３億９，２５

７万３千円となっています。予算の内訳につい

ては６２ページをお開きください。 

  主なものとして、事業名欄３番目の職員管理

費２億６，１９６万円は、知事部局等の職員に

対する児童手当等の支給に要する経費です。 

嶋委員長 以上で説明は終わりました。 

  これより質疑に入ります。委員の皆様から、

質疑や御意見などはありませんか。 

麻生委員 総務部に関して言うならば、大分県

としていろんな事業をやらなければいけない。

西九州に比べて東九州、東西格差とかいろんな

課題がある中で、インフラ整備も含めた各種整

備、いつやるのと言ったら今でしょと、今やら

ないとえらいことになると。人口減少や少子高

齢化を含め、今やらないとますます格差が拡大

して分断されてしまうという課題を秘めている

わけで、是非総務部の皆さんには資金調達とい

う発想で、財源確保はもちろんだけど今までの

発想ではできないような、どうすれば継続的に

財源として確保できるかといった、より財源が

確保できるような仕組みづくりとか、稼ぐ大分

県みたいなことも含め、そういった発想の中で

どうすればいいのかを宿題として、テーマに掲
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げて資金調達のありよう、事業推進のための資

金調査のありよう、従来の発想ではなかなか難

しいと思うし、例えば自動車税であるとか県税

の部分で県独自税みたいな部分も、ダイハツ自

動車ができて、どちらかというと軽自動車生産

で市町村に今傾斜されているわけで、そういっ

たことも含めて、何かいい方法を考えていく必

要があろうかと思います。それは我々も宿題と

して、テーマとして一緒に取り組んでいければ

なと思っているので、是非そこの視点を持って

取組をしていただきたいと要望をしておきます。 

 それともう１点、学事・私学振興課が今回総

務部に来たわけですが、私立大学――大分県は

キッザニアがないよね。若い人がどんどん県外

に出ていくのをどうやって食い止めるかという

大きな課題があるわけですが、昨年から日本文

理大学の学園祭の一木祭（いちぎさい）で、キ

ッザニアと銘打ってやってくれて、大盛況だっ

たと伺っています。県立看護大学、あるいは芸

短大を含め、私学のありとあらゆるところにキ

ッザニアという視点も何か入れて、それをサポ

ートするような仕組みも考えていただければな

と、これも要望しておきます。 

嶋委員長 何か御発言がありますか。 

渡辺総務部長 財源の部分は、非常に難しい課

題をいただいたと思っています。また、課税の

状況とか、いろんなものをよく見ながら、本当

に財源確保にしっかり取り組んでいきたいと思

っています。 

 学事・私学の分については、この４月から

我々の所管になったので、麻生委員が言われた

ようなことも含め、どういう形でやっていくの

がいいのかを見ながら、いいものはまた後押し

をしていきたいと思います。 

麻生委員 財源確保の部分においては、投資を

どうやって呼び込むかという視点も大事になっ

てくると思うので、そういう意味では金融とい

う部分、教育委員会でも金融教育を始めたり、

いろんな動きをしているようですが、投資を呼

び込む部分も今までにない発想や視点が求めら

れていると思うので、是非そういった視点も盛

り込んでほしいと思います。 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 委員外議員の方は、質疑などはあり

ませんか。 

堤委員外議員 三浦人事課長にちょっと確認し

たいけど、常勤職員と非常勤職員の賃金の差は

客観的にどういう理由でそういう金額の差が出

ているか教えてください。 

三浦人事課長 非常勤職員と常勤職員の給与の

差ですが、地方公務員法の中で職務給の原則と

いうことで、職務と責任に応じるものでなけれ

ばならないとされていて、基本的には正規職員

と非常勤職員では職務と責任が異なると考えて

います。 

 例えばとして話をすると、会計の職員でした

ら、確かに旅費を支給するという意味では同じ

ような業務をしているように見えるかもしれま

せんが、正規職員の場合はその旅費の支給に加

えて、システムがきちんと稼働しているのか、

システムの導入をどうしていくのか、改修をど

うすべきなのか、あるいはそれに伴う予算要求

をどうするのか、議会への説明をどうするのか、

あるいは会計規則の改正といった全般的なとこ

ろを含めて正規職員は責任を負っているので、

その辺で正規職員と非常勤職員の賃金の差は若

干生じていると考えています。 

堤委員外議員 地方公務員法第２４条の中に、

生計費を検討するという言葉もあるよね。そう

いうところは、会計年度任用職員にはどのよう

に。さきほどの答弁であれば結局、正規と非常

勤との差は責任の度合い、これは客観的に責任

の重さを量る術がない。つまり、民間であれば

数値化して責任の重みを少々重い、十分重いと

か、そういう数値化をして点数を積み重ねる中

で単価を決めている賃金構造があるわけだな。

しかし、公務員の場合にはどこを探してもそう

いうのがないわけ。職務給とか、いろんなとこ

ろを見たとしても、点数化してから──つまり、

同一賃金という考え方でやった場合には、点数

化することによって正規と非正規は本来一緒で

なければいけないわけですね。ただ、それが責

任の度合いという漠然とした観念の中で、そう
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いう差額に持ってきている。これは非常に不合

理というか、矛盾していると思うよね。 

 だから客観的に合理的に見て、その責任の重

さはどうやって第三者が確認できるのか。それ

はどういう形で責任の確認ができるのですか。 

三浦人事課長 客観的に数値化することは非常

に難しいわけですね。そこを客観的な指標で見

るのはかなり難しいところがあるかと思います。 

 さきほど申したとおり、様々なところで正規

職員と非常勤職員とでは責任が異なるというこ

とで、さきほどは申しませんでしたが、マスコ

ミの対応や危機管理の対応、そういったところ

でも会計年度任用職員と言いますか、非常勤の

方々は対応がないわけですが、正規職員に対応

していただくところで、数値化というのは難し

いですが、様々なところで正規職員の方が職責

は重いと考えています。 

堤委員外議員 つまり、その職責が重いという

のが今は言葉だけしかない。マスコミの対応と

か、そういうのは全然理由にならないね。職務

の問題だから。職務の中で、どういう能力を持

ってその仕事をやっていくんだというところを、

本来で言うと客観的に誰が見てもこの数字であ

れば大丈夫なんだと。つまり常勤がここで、会

計年度任用職員が仮に２割低いとした場合、こ

の差というのは具体的に、客観に見たときに間

違いないんだなと示されなければ。だって今、

パートタイム・有期雇用労働法とかいろんな問

題があって、そこら辺は民間は厳しいわけよ。

それが公務労働の場では責任の所在だけで、漠

然とした概念の中で賃金差があることは、これ

は同一労働同一賃金の原則からすれば外れるわ

けよ。だから民間には厳しく、それを同一化し

てやりなさいよと言って、県はそういう指導を

するわけでしょう。人事委員会やいろんなとこ

ろを含めて。にもかかわらず、自分たちの働く

ところでは、そういうことをしないのは非常に

大きな問題点があると思うので、これは今後議

論を進めていきたいと思います。 

 もう一つは５年後、大体来年３月ぐらいでほ

ぼ非常勤の任期が切れるのではないかな。それ

は大体人数的にはどれぐらいの規模になるの。 

三浦人事課長 すみません、非常勤職員の人数

は今手元にないので、後ほどとしてよろしいで

しょうか。 

堤委員外議員 では最後に、どれぐらいの人数

がいるか分からないというのがあるから、３０

人を超えたり５０人を超えた場合、本来民間で

あればハローワークに人数の届けをしなければ

いけないよね。つまり、雇用の安定という問題

から非常に大きな問題があるわけだから、大分

県としても、仮に３０人や５０人を超えれば厚

生労働大臣に報告をしなければならないと思う

よ。そういうことまでして安定雇用を守らなけ

ればならないところがあると。それが４年の繰

越しによって５年目になってきている。それが

何十人も出た場合、県としてそれは少し対応を

考えないと、一方的に切ればいいというもので

はないのだから。そういう人が次に雇われれば

いいよ。それは当然公募できるけど、そうでは

なくて安心して雇用を続けるためには、そうい

うのは非常に大事だと思うので、そこら辺はど

ういう対応ができるのか、ちょっとそれも含め

て後で教えてください。 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 ほかに質疑もないので、これをもっ

て令和６年度の行政組織及び重点事業等を終わ

ります。 

 次に、執行部から報告をしたい旨の申出があ

るので、これを許します。①の説明をお願いし

ます。 

山本行政企画課長 新たな大分県行財政改革計

画の策定状況について説明します。資料の６３

ページをお開きください。 

 この資料は、前回の議会で報告議案として提

出した、新たな行財政改革計画案の概要です。

まず、冒頭の今後見込まれる社会の変化として、

少子高齢化や人口減少が急速に進むことが想定

される中、官民双方の担い手不足、社会資本・

公共施設の老朽化、社会保障関係費の増加、防

災・減災や国土強靱化の推進等に伴う公債費の

増嵩など構造的課題に対応するため、限られた

資源を有効に活用して、持続可能な行財政運営
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を行っていく必要があるとしています。 

 一方、国においては現在デジタル行財政改革

に着手しており、急激な人口減少社会に対応す

るため、全国でデジタルを最大限に活用して公

共サービス等の維持・強化と地域活性化を図り、

社会変革を実現することとしています。 

 そこで資料の下段になりますが、今申した今

後見込まれる社会の変化を踏まえ、本年度から

１０年度までの５年間を計画期間とする県の新

たな行財政改革計画案では、現在策定中の新長

期総合計画を支える行財政基盤を構築するとと

もに、デジタルや先端技術の力を活用して、行

政を含めたデジタル社会への変革の実現に向け

た取組を加速させていくため、まず１番目とし

て県民目線に立ったデジタル社会の実現、２番

目として連携・協働による公共サービス等の維

持・向上、３番目として社会資本・公共施設の

老朽化への対応、４番目として社会保障関係費

の増加への対応、５番目として職員人材の確保 

・育成と働き方改革の推進、安定的な財政基盤

の確保の５項目を取組の柱に位置付けました。 

 次の６４ページを御覧ください。 

 この資料が、新たな計画の骨子です。まず１

の県民目線に立ったデジタル社会の実現では、

行政分野のＤＸに加えて、福祉保健、防災、教

育等の公共性の高い分野のデジタル化を推進し、

行政の効率化・高度化を図っていくとともに、

その推進に必要な人材の確保・育成や環境整備

を進めていきます。 

 ２の連携・協働による公共サービス等の維

持・向上では、市町村や県内大学、企業、ＮＰ

Ｏ、地域住民など多様な主体との連携・協働の

推進により、広域課題・地域課題の解決を図っ

ていきます。 

 ３の社会資本・公共施設の老朽化への対応で

は、長寿命化・予防保全の推進など中長期的な

視点による戦略的なマネジメントを推進すると

ともに、施設の有効活用や民間活力の活用など

を進めていきます。 

 ４の社会保障関係費の増加への対応では、医

療費適正化や地域医療構想の推進により、県民

の健康増進・経済的負担の抑制と社会保障制度

の持続可能性の確保を同時に実現するとともに、

意欲ある高齢者については、その就労や社会参

加を推進し、社会を支える役割も担っていただ

きたいと考えています。 

 そして最後に、５の職員人材の確保・育成と

働き方改革の推進、安定的な財政基盤の確保で

は、多様で優秀な人材の確保や高齢期職員の活

用を進めるとともに、働き方改革等の推進によ

る生産性向上を図ります。また、新長期総合計

画に基づく安心・元気・未来創造の各種施策を

着実に進めるため、安定的で持続可能な財政基

盤の確保に努めていきたいと考えています。 

 以上の説明した内容を、五つの柱ごとに目次

として整理し、資料中の太字で記載したものが

骨子としています。また、細字で記載している

項目については、現在具体の取組として検討し

ているものであり、その例示となります。取組

の具体の内容については、素案として次の議会

で改めて説明する予定としています。なお、こ

の骨子については、県議会はもとより民間の有

識者等で構成される行財政改革推進委員会の委

員の皆様からいただいた御意見も踏まえ、作成

をしているものです。 

嶋委員長 ただいまの報告について、委員の皆

様から質疑などはありませんか。 

守永委員 行財政改革で多くの見直しをしてい

くんだなというのは感じ取りますが、人口減少

社会で人が地域にいなくなる中で、その地域を

どうカバーしていくのか。豊かな暮らしを確保

していくために、どう行政が関わっていくのか

になると、人口が減ったから公務員の数が減っ

てもいいという発想ではなく、逆に人数をそれ

だけ拾ってこなければならなくなるといった部

分も出てくると思いますが、その辺も含めなが

ら、どうやって県民の暮らしを支えていくのか、

基盤を守っていくのかを議論していかなければ

ならないだろうと思っていますが、その辺の合

理化の部分とサポートしていく部分でどうウェ

イトを置いていくのか、もし何か考え方があれ

ば教えてください。 

山本行政企画課長 まず職員の確保については、

お手元の資料の５（１）①にあるとおり、戦略
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的な人材確保というところで、いろいろな試験

制度の見直しを進めながら、しっかり確保して

いきたいと考えています。 

 その一方で、２の連携・協働による公共サー

ビス等の維持・向上の中にある、（２）多様な

主体との連携・協働というところで、地域の課

題については企業やＮＰＯ、地域の方々、そし

てまた、そういったことに一生懸命取り組んで

いただく企業とも一緒にやっていくような形で、

行政のみならず、地域の方や企業等と連携して

地域課題の解決にも取り組んでいきたいと思っ

ています。その中で、この計画の全体に関わっ

ているＤＸのところで、デジタル技術も最大限

に活用しながら、そういったことも進めていき

たいと思っています。 

守永委員 職員確保の観点で見たときには、ど

うしても大分から福岡に行ったり、関西に行っ

たり、東京へ行ったりという流れが若い方々の

中では出てしまう。結局、賃金格差そのものが

実態としてそこにあるのだろうと思いまよね。

そういった部分で、今私が思う課題としては、

公務員の賃金は全国統一だけど、地域格差があ

るから地域手当という形で、どうしても関西や

福岡、東京の方が結果的には所得が高いという

部分で、例えば薬剤師とか技術系の職員を雇う

にしても、どうせ賃金をもらうならと結果的に

公務員の職場が避けられてしまう。そういった

ことを何とか払拭していかないと、多くの方々

の役に立つからというやる気だけでは、優秀な

人材を大分に呼ぶことは難しいと思うので、そ

ういったことも国に投げかけながら課題を解決

していくことも必要だろうなと。獣医師でもそ

うですよね。そういった部分も踏まえ、いろん

な課題を議論していきたいと思うので、今後と

もよろしくお願いします。 

山本行政企画課長 技術職員の採用については、

非常に厳しい状況があることは我々もしっかり

認識しています。いただいた御意見を参考にし

ながら私どもでしっかり検討し、また御意見等

も頂戴しながら考えていきたいと思っています。

よろしくお願いします。 

嶋委員長 ほかにありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 委員外議員の方は、質疑などはあり

ませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 ほかに質疑もないので、これで諸般

の報告を終わります。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 別にないので、これをもって総務部

関係を終わります。 

 執行部は、お疲れ様でした。委員の皆様は内

部協議がありますので、このままお残りくださ

い。 

 

  〔総務部、委員外議員退室〕 

 

嶋委員長 これより内部協議を行います。 

  まず県内所管事務調査についてですが、事務

局は行程表の変更点などを説明してください。 

  〔事務局説明〕 

嶋委員長 日程や訪問先に大きな変更はないよ

うです。それでは５月８日から県内調査となり

ますので、欠席や別行動となる場合は、早めに

事務局に連絡してください。 

 また、今後調整が必要となった場合は、私に

御一任いただきたいと思います。 

 次に、県外所管事務調査についてです。お手

元に配付している検討資料について、まず事務

局に説明させます。 

  〔事務局説明〕 

嶋委員長 以上、事務局に説明させましたが、

日程や調査地についてはいかがしましょうか。 

  〔委員協議〕 

嶋委員長 それでは、県外所管事務調査の日程

については８月２０日から３日間で実施するこ

ととします。 

 調査先については、委員長に御一任いただき

たいと思いますが、よろしいでしょうか。 

  〔「異議なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 それでは、６月２５日に予定されて

いる第２回定例会の総務企画委員会で決定した

いと思います。今後、事務局は行程案等を作成
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し、適宜委員と情報を共有しながら進めるよう

にしてください。 

 以上で予定されている案件は終了しました。 

 この際、ほかに何かありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

嶋委員長 ほかにないので、これをもって委員

会を終わります。 

 お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


